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沖縄返還協定の調印に当つて

昭和 46年 6月l7日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事 山 本 弘

代表幹事佐治敬

沖縄返還の実現は、日米両国の理解と親善の結晶であり、高く評価したい。 しかし、 問題は今後であ

る。まず、沖縄の経済 ・社会等匠ついて実態的本土復帰をどう進めてい〈か。国内的匠は、沖縄返還匠

伴なう本土の義務を十分認識 し、自覚を深める必要がある。ま た、沖縄返還は、 日米外交の大きな焦点

であり、それだけに批准をめぐつて目下日米間(I(横たわる様々の経済面の問題が関連的にクローズ ・ア

ップされる可能性もあろう。両国の国会審議等匠おいて、お互いホット匠なる場面もあろうが、日米友

好という大きな旗印の下に、無用な摩擦を避け 円滑かつ速やか匠問題を解決するよう誠意ある努力が望

まれる。

佐藤新内閣について

昭和 46年 7月 5日

社団法人 関西経済 同 友会

代表幹事 山 本 弘

代表幹事 佐治敬

経験豊かなベテラ ンを軸と して、予想される多難な情勢vc対処しようとする決意がうかがわれる。し

か し、 われわれの期待するのは、過去の実績匠基づく手堅さだけではな い。内外の諸困難に関する議論

は既匠出尽しており、あと必要なのは、時代の要請に対応 した政策の選択と果敢な実行のみである。

当面要請される景気の回復匠 しても、単に財政金融政策Vてより有効需要を補強するだけ ではなく 、

7 0年代侭おける経済社会のビジョ ンを確立し、それに添つた政策を適確匠実行してこそはじめて可能

なものである。また、外交面妬おける日米経済問題の解決や日中関係の改善侭ついても、目先忙と らわ

れた対処の仕方ではなく、国際協調を軸と したわが国外交の長期的針路を見定め主体的行動匠よつて真

の解決の道を開いていく ととを望みたい。
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第四次公定歩合引下げについて

昭和 46年 7月27日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事 山 本 弘

代表幹事 佐 治 敬三

景気の回復、ひいては対外不均衡の是正を狙いと して、敢えて戦後最低の水準匠至るまでの公定歩合

引下げに踏切った政策意図は十分首肯できる。

しかし、過去三度匠わたる公定歩合の引下げや最近匠おける高水準の流動性匠もかヽわらず、 なお内

需の盛上いが乏しいというと ころ忙事態の深刻さがあり 、そこ匠従来とは異なった新たな経験ともいう

ペき経済の質的変化を認めざるをえない。

当面、財投の追加など財政面からの施策を金融政策との有機的結合花より、強力侭推進する必要があ

るこ とはいうまでもないが、 より本質的匠は、長期的観点匠たった今後の経済運営忙関する基本的態度

をまず明確匠し、制度機構の整備を含めた適切な政策を展開すること匠よりこれら財政金融政策が真匠

実効を挙げうるような素地作りを急ぐことこそ最も肝要ではあるまいか。

円問題に関する所見

昭 和 46年8月 l2日

国 際経済委員 会

IMF総会や日米負易経済合同委員会を間近匠控えて国際迪貨問題、迪商問題をめぐる動きは一段と

緊迫感を加えている。この間忙あつて、わが国は円対策 8項目の推進を主軸として、諸般匠わたる対応

策を着々と具体化しつつあるが、これが帰趨は今後の対外経済関係ゃわが国経済運営の基本匠かかわる

枢要な問題である。

そこで現下の内外情勢の変化を踏まえつつ、円問題匠関するわれわれの見解を明らか匹 し、 併せて関

係当局の善処を要望したい。
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I 対外均衡に関する基本認識

近年、わが国産業の輸出競争力が着実侭強化され、国際収支の黒字基調がある程度定着しつつある

ことは、つと匠指摘される通りである。しかしながら、これをもつて 「基礎的不均衡」と解するのは

当をえない。

第一匠、最近の国際収支の好詞は、国内景気の低迷による輸入の停滞、輸出圧力の増大、 リーズ ・

アンド ・ラッグズ等によつて増幅されたものであり 、黒字額の大半はこれらの特殊要因侭起因してい

るのが実情である。

第二に、年々の国際収支の改善振りはたしか侭めざましいが、国際収支の構造そのものは十分新し

い情勢妬即応して変化するまでにはいつていない。現在の大幅黒字は、いわば外貨不足時代の政策体

系 ・行動様式をペースに したうえで成り立つているにすぎない。

第三匠、国内的にも社会資本、環境問題、労働条件等の面における立遅れを是正し、 経済発展の成

果をいかにして有効に国民福祉の向上に結びつけていくかが喫緊の課題となつている。

したがつて、現時点で必要なことは、乎価の変更忙よつて対外的な収支バランスの調整を図ること

ではなく、国際収支の構造 ・国民経済発展のあり方自体を新しい情勢変化に即応しうるように作 り変

えていくことである。フロ ーの面にあらわれつつある強みを、積極的匠国内経済 ・対外取引両面にわ

たるストックの強化・質の向上匹結びつけてい〈 ことこそ、われわれのとるぺき道である。

II 対応策推進の方向

1. 均衡回復への中期 ピ、ジョ ン

（イ） 昨今の内外情勢からみて、当面は国内景気の振興、社会開発の積極的拡充によつて対外均衡の

回復、国民福祉の向上を図ることが、最優先の課題である。

この意味で、先般来実施中の財政・金融両面からの総合的景気対策の成果忙期すぺき点が多い

ことはいうまでもない。

回 しかしながら、現実にはこうした政策努力が必ずしも十分所期の成果をあげているとはいい難

い面もある。折角の総合政策の推進にもかかわらず、肝心の円問題に対する先行き不安感が根強

〈尾を引き、ひいてはこれが政策効果をも減殺する形匠なつているのが実情である。

い したがつて、要はいか匠して円問題、通商問題をめぐる内外の不安と摩擦の芽を早急匠つみ取

つていくかであり、それには特に次の三点匠注力すぺきである。

① 財政支出の促進に、思い切った機動的な手を打ち、政策の集中的効果を発揮すること。

② 当面の施策と併せて、中期的な政策運営、公共事業予算運営のビジョ ンを明示し、財政主導

型成長を標榜する匠ふさわ しい誘導策を確立すること。このため、単匹資金量の問題侭とどま
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らず、予算制度 ・行政制度のあり方匠ついても、新しい時代の要請匠応じうるよう、体制整備

を急ぐ必要がある。

③ 諸施策の現実的な効果・影響を明らか匠し、対外均衡達成への具体的 ・体系的な方向つけを

固める こと。

（二） この間、経済界としても、従来のパクーンを前提と した高度成長の再現を期するだけでな〈 、

今後の経済発展の態様、固民福祉向上への社会的責任のあり方を十分再認識してかかることが必

要である。

2. 新路線への協調体制

（イ） 円対策 8項目の推進を初めとする対外均衡追求への新路線は今やわが国の国際信用を維持する

基本要件となつている。しかも、それは本来決して外から強いられた受身のものではない。国際

経済交流の健全な発展を期するため侭は、わが国自身が率先して国際的匠通用する共通の）レール

を守り、さら匠は国際世論をリードしていく姿勢が必要である。それだけ匠、われわれとしては

個別の利害を離れて国際協調と国益との積極的な調和を図るよう極力前向きに対処していきたい。

（口） 国民経済的観点から、これらの施策を最大限匠生かしてい〈ため代は、過渡期における調整 ・

転換を円滑ならしめ、かつ将来への明確な方向づけを持ちうるよう政策面からの積極的な指導と

助成が必要である。

k) またこの際、 8項目匠加えて、重要資源の開発・備蓄等匹外貨を積極的侭活用する方策を検討

すぺきである。

3. 輸出政策の新方向

（イ） 輸出政策は、国民経済的な産業構造政策、経済成長政策の基本匠かかわるものであり、輸出の

増進が今後もわが国経済発展の大きな主柱たること匠はいささかも変りはない。

（口） しかし、国際環境の変化を考えれば、対外協調という意味でも、市場の持続的成長を図る意味

でも、何らかの現実的対応策が不可欠となつてきていることは否定しえない。

わ） したがつて、輸出秩序の維持匠ついては、今や民間業界自体が共通の課題として真剣に取組ん

でい〈ぺきである。現実問題としては、特匠相手国市場匠おける流通秩序や価格体系への攪乱的

作用に十分配慮し、極力公正競争の要求匠応えていくことが急務である。

4. 為替問題への現実的対応

（イ） 国際通貨制度のあり方

国際貿易、国際金融取引の健全な発展を期するためには、為替の安定とその上に立った国際協

調が不可欠の要件である。さら侭今日の国際通貨不安の根因が世界的なコスト・インフレ化の問

題にある以上、安易な制度改革は国際的なインフレを促進することにもなりかねない。
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したがつて、国際通貨制度のあり方匠関しては、固定為替制度維持の基本方針を貫徹すぺきで

ある。この点では国際的な協調を旨と しつつ黒字国、赤字国及方が自己責任の原則匠立つて、問

題解決を指向するよう、対外的匠も筋を通して積極的に主張していくべきである。

（口）現実的対応策

国際通貨情勢の動揺匠より、国内の関連業界はもちらんのこと、円建て取引の相手国側業者匠

とつても、現実の為替リスクはますます増大しつつある。したがつて通貨制度のあり方とは全く

別個の現実的な対応策として、次の措置を講ずぺきである。

① 外貨貸し制度（海外投融資をも対象匹加える）の創設

② 為替変動準備金制度の辿入

③ 先物相場安定化のための仕組の確立

5. 円問題 と企業責任

（イ） 円切上げの是非は、結局は何が真の国民経済 ・国民福祉の向上匠つながるかという観点か ら論

ずぺきものである。したがつて、上述の円対策推進に当つては、それが固民一般の利益匠最も よ

〈合致するものであるという社会的合意を得ることが前提化なつて〈る。

（口） もちろん、企業匠とつては本来の業務活動を通じて利益の社会還元を図るこ とが第一である。

と同時匠、社会との調和について明確な目的意識を設定し、責任を持つてそれを実現していくと

いう姿勢を明示することも必要である。当面は特に環境問題の改善等がその優先課題として設定

さるぺきであろう。

（ハ） かかる観点から、輸出振興税制の改正等によつて浮〈 財源については、企業体質の強化策に振

向けることを原則としつつ、その一部を環境改善への助成策に思い切つて重点配分するこ とを望

みたい。

（例 •• …… • 公害関連投資匠対する投資税額控除制度の導入等）
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クソン声明について

昭和 46年 8月16日

社団法人関西経済 同友 会

代表幹事 山 本 弘

代表幹事佐治敬

ニクソン大統領の声明はドルに対する信頼と自由貿易にささえられてきた国際経済の将来匠危機をも

たらすものであり、特に日本経済への影響は深刻である。

賃銀、物価凍結の国内措置は、国捺収支の赤字（て悩む米国のせつばつまつた打開策であろうが、輸入

課徴金一律 10％の設定は、米国一国のみの国際収支改善をめざした身勝手な過剰防衛であり自由貿易

侭対する挑戦といわざるを得ない。

金とドルの交換停止はドル信認忙協力してきた諸国を無視してキーカレンジーとしての任務を一方的

匠放棄し、国際通貨体制匠重大な混乱をまね〈ものである。破局収拾のため匠国際的話し合いを早急匠

行なうぺきであり、米国もそれを避けてはならない。

また日本としても、円問題を対米調整を中心とした日米間の双務的な問題から一歩進んで国際通貨制

度の一環として多角的見地から見直すことが必要である。

一環境改善を目ざして一

昭和 46年 10月 7日

国民生活委員会

環境問題は、ますます深刻な問題として、物価問題と並ぶ国民の最大関心事となつている。国匠おい

ても、昨年末「公害国会」と呼ばれた 64国会匠おいて、公害関係法制の整備を行ない、本年7月には

公害行政の一本化を目ざす環境庁を発足させるなど、行政制度の面では大きな進展がみられた。

さらに 9月匠は、新たな粧いの下匠中央公害対策審議会が再スクー トし、公害対策の碁本施策を審議

する体制が整えられ、本格的な施策の展開が期待される Vc至っている。

われわれは、 このよう な時期匠おいて、昨年度の本委員会から提起された企業実践の立場からする問

題提起をうけ、 ここに改めて環境改善に取り組む企業人の姿勢を明らか匠し、激変する時代の要請匠応
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えたいと考える。

（注）われわれの討議の過程匠おいて、下記の四講師の説明を受け有益な示唆を得たこと を記して、 深

〈感謝の意を表 したい。

0京都大 高 松 教授 「環境制御の、ンステム工学的アプローチ」

0成践大 金沢教授 「公害に対する法規制」

0環境庁 城戸官房長 「環境行政の今後の進め方」

0大阪府 中川生活環境部長 「大阪府における環境行政の進め方」

I 企業実践 の立場からの 問題認識

(1) われわれは、環境問題が、人間の活動・ンステムの根本匠さかのぽつて問い直す必要のある重大問

題てあることを深〈再認識し、人間社会の福祉向上のため、関係者が今何をなすべきか匠ついて相

互匠理解を深め、それぞれの役割を果すぺ〈 、直ちに実践匠移すことを強調したい。

この場合、問題の本質が、 「人間が自らの欲望のおもむ〈まま人間の活動・ンステムの 「正の効果」

（便利さ、物質的豊かさなど）のみ匠着目 して、 「負の効果」 （環境汚染、交通災害など ）を無視

してきたこと」 「それを求めたのも 、またわれわれ人間自身である こと」について思い起す必要が

あろう。あえて言えは、環境との関係においては、人間の生存そのものの中に汚染の要素が内在す

るため、 'I快適な人間環境を9l という社会の要請匠応えるため匠は、立場の如何を問わず、改めて

国民のすべてが自らの立脚点を反省する必要があると思われる。

'(2) 今日の環境問題の多〈が、今日の豊かさをもたら した産業活動の「負の効果」として発生し、わ

が国の産業界が、 「正の効果」として豊かな国民生活匠多大の貢献を して きた匠もかかわらず、反

面公害防除施策が十分でなかつた 一 これがわれわれの認識の出発点である。

したがつて、われわれ企業人は、十分な対策を講じる こと匠よつて企業活動忙伴う「負の効果」

を取り除き、 「正の効果」としての固民福祉の増大により大きな貢献を果す ことを基本的な責務と

し、 積極的匠問題匠対処することが必要である。

しかしながら、すで匠指摘されているよう匠、環境問題は極めて複雑な内容をもち、また予想も

しない新たな環境汚染が次々と出てくるなど事態が流動的に展開し、さらに自然の浄化能力を越え

た段階て急速匠問題化する特性をもつているため、総合的、システマティックな解決が不可欠であ

る。このため匠企業、政府、住民の三者が、それそれの経験を交流し、 英知をつ〈 して現実打開の

途を見出すことが要請される。と〈匠、 目前の事態に対処する対症療法的緊急策、あるいは抜本的、

恒久的対策を総合的計画の中匠位置づけ、事態の進展を先取りして、関係者のそれぞれがこれ らの

施策を確実匠具体化するよう努力しなければならない。
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同時匠、企業のもつ経済発展の担い手としての役割を果しつつ、 環境保全をはかる各種の改善措

置には、今後ともかなりの巨費を投じる必要があるが、その費用の負担について多〈の解決しなけ

ればならない問題が出てこよう。場合匠よつては、個々の企業花とつて存立の基盤を左右される事

態も出てこようが、企業自身、例えば、生産工程の中で汚染椋物質の回収活用をはかる、いわゆる

クローズトヘンステムの開発をすすめ、付加価値を高めるなど、積極的な施策の中匠打開の道を求め、

できる限り企業努力匠よつて吸収する心構えでのぞむ必要がある。しかし、諸外国の例にも明らか

なよう妬、社会的存在としての企業の適正な負担の範囲をこえるもの花あつては、国の助成、また

は公正なプライスメカニズムを通じ、社会成員各層に負担の分担をはかる匠ついて、十分な理解が

望まれる。

Il 効果的な企業実践のために

今日の複雑かつ深刻な環境問題を、根本的に解決するための企業の責任は極めて重大であるが、同時

に、政府、住民を含むすぺての関係者が、それぞれの立場に応じて現在何をなすぺきかについての共通

の認識をもち、国民的な合意が成立していることが必要である。

われわれは、 このような問題意識にもとづいて、企業実践の規範をさぐり、関係者への期待を明らか

匠したい。

(!)企業活動匠おいて

① 環境保全匠関する企業責任の確認

今日まで、企業は、経済発展、国民生活向上匠大きく貢献してきたが、今後ともこう した役割

を、十分匠果していかなければならない基本的責任を有している。同時匠産業公害にもとづく環

境汚染匠対して、 これを防除する第一次責任を有することも明らかである。この両者を矛盾な く

企業活動の中で果していくことが、今日の経営者に課せられた最大の課涵である。

とく匠、アメリカのドル防衛緊急措置、円切上げ問題匠よつてわが国経済が混迷し、企業侭あ

つては経営の合理化匠一段と努力しなければならない情勢花なつてきた。この結呆、ここ数年急

速に盛り上つていた公害防止等国民福祉優先の政策に対する産業界の前向きの支持姿勢が、後向

きに変化するようなことがあってはならない。

われわれは、この課題を実践するために、企業の意思決定の重要な基準として環境保全に関す

る固有の評価基準を位置づけ、さらに企業不信の高まり匠対して、不当花過小評価されがちな企

業努力の実態を積極的に地域社会匠公表し、社会的評価の一つの基礎を提供する必要があると考

える。

② 公害防除技術匠おける経験の交流
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公害防除の技術は、産業のクイプ、施設の諸条件が異なることによつて一律匠処理しがたい面

がある。これらの技術匠関するノウ ・ハウの集積を容易匠し、積極的な技術内容の交流をはかり、

防除技術水準の向上と技術の不足に悩む企業への側面的援助を果す必要がある。 そのための拠点

として、地域別匠、民間を主体とする「公害防止センク ー」を設け、これらに対する国および地

方公共団体の積極的な支援と相まつて、公害防除技術の経験の交流をはかることが必要と考える。

さら匠、下請企業などの関連企業に対しても、自社技術におけると同様積極的な配慮を行ない、

企業グループと しての公害防除体制の確立をはかることが必要であろう。

(2) 国および地方公共団体に期待するもの

① 総合的長期目標の確立

わが国の経済社会構造が、超高密度経済社会である現状からみて、環境改善を抜本的匠果すた

めに、産業公害(![関しては先ず、長期的観点侭立った産業政策の転換、強力な産業立地政策の実

施が必要である。

福祉優先、外貨活用時代を迎え、産業面匠おいても、あらゆるものを国内で生産するという考

え方から、輸入代替可能なものについては、長期的な計画のもと匠海外立地を含む輪入への代替

と業種転換を積極的匠推進する必要があろう。

産業立地政策忙あつては、各種産業の適正配置をはかり、環境保全の観点からと〈匠過密地域

から過疎地域への移転を促進し、同時匹公害防止施設の充実をはかつていく強力な施策が必要で

ある。

これら匠あつては、国土の総合利用、地域開発、社会資本の整備、産業構造転換という華本的

な諸問題の解決を、整合的に、計画的に、強力侭推進していかなければならない。

したがつて、国匠おいては、各界の参画を求めてこのような目標を明らか匠すると同時に、現

実に即した環境保全のための年次別具体的目標（環境基準、規制基準）を確立する必要がある。

あわせてこの目標を達成するための目標達成の手段、関係者の果すぺき役割、費用の負担等に関

する総合的年次別計画を作成し、国民的合意の基礎を明らか匠すぺきである。

なお、あわせて産業界においても、産業構造の転換、企業立地匠関する施策は重大関心事であ

るが、これらの国の施策にそつて国民福祉増大の基本的責務を達成するため侭は、海外諸国との

協力を含め、真剣vc取り組む必要がある。

② 当面の施策に関して

さら忙、当面の環境問題を解決し、企業の実践を効果的にするため、国および地方公共団体に

対 し次の諸点VCついての施策の充実を期待 したい。
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（イ） 公害防除技術の開発促進

公害防除技術の開発匠おいては、公害発生の原因が定かでないような新しい事態に対処する

必要があるなど、複雑多岐佼わたるため、例えば、 4 6年2月の関西財界セミ ナーで提唱され

たような、米国の NASAVCも似た強力な開発中核体をつくり、、ンステマティ ックな、総合的

な開発体制の整備が望まれる。

同時匠、これら匠あっては、国際的な協力を含めて、 とく匠基本技術の開発に、重点的に研

究者、資金を投入 し、 最俊先の目標に対する最大の開発効果をあげるよう期待したい。

また、応用技術面においては、民間の知恵を十分に活用するため、環境制御産業匠対 し、 積

極的な助成措置を行なうことが効呆的であろう。

（口） 環境汚染の監視 ・測定システムの拡充整備

PPMVC代表される定量的、商明な数字による表現は、問題解決の両刃の剣てあり、不適切

なデーク、誤つたデークは不当匠問題を混乱させる。何よりも必要なものは、正しい事実確認

である。

われわれは、企業自らの責任匠おいて、企業施設における適切な監視 ・測定システムをもつ

ととも匠、国および地方公共団体が、早急匠監視 ・測定ヽンステムの拡充整備をする必要がある

と考える。このため匠、国および地方公共団体は、例えば、特別会計匠よるなど一定の基金を

確保し、計画的な整備を急ぐぺきである。

（ハ） 環境基準 ・規制基準の権威づけの体制整備

企業努力の目標は、まず規制基準を満足すること匠ある。 したがつて、基準は合理的根拠匠

もとつ〈科学的権威と、関係者の合意による社会的権威の双方を兼ね備えるものでなければな

らない。前者にあっては、科学的根拠を明らか匠するデークの収集整理、専門家グ）レープ匠よ

る因果関係の究明、また後者匠あつては、とく匠地域社会妬おける合意の裏づけの確保匠留意

しなければならない。今日、国、地方公共団体のいずれ匠あつても公害対策審議会がその機能

を果すものとなつているが、今後匠おいて、例えは必要匠応じ、行政責任を統括する専任の行

政委員会的制度を検討すること、さらに地方忙あつては、広域的観点匠おける基準の統一をは

かる体制整備の検討の必要があろう。

(3) 地域住民への要請

われわれは、地域住民匠対してもあえて問題の提起を したい。環境問題が、極めて複雑な、人間

の存在胚かかわる重要な問題である ことはすで匠認識したところであるが、例えば、こう した基盤

の上に立つて、 ニュー ヨーク市長環境問題諮問委員会佼おいても明らかに しているよう花、単忙個

々の企業の性悪説的な批判から解決できるものでなく 、企業の努力、住民の知恵、適切な行政の三
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者が相まつて解決しう ることを理解し、 冷静に合理的解決をはかるよう関係者との対話を要請した

い。

とく匠、わが国の国土資椋が貧弱であること、住民福祉が多岐匠わたり、相互匠連帯関係匠ある

ことから、単花地域的視点にのみとらわれることなく 、当該地域匠おける条理をつ くした計画匠対

しては、より広い観点から進んで協力する姿勢を期待 したい。

(4) 実りある対話への期待

以上匠述ぺたよう匠、今日の環境問題の解決匠は、誰が、何を、いかに果すかの国民的合意と、

これにもとつ〈関係者の緊密な協力が必要である。とくに、価値観の多様化に伴い、環境問題にお

ける混迷を打開するため匠は、人間の活動・ンステムの「正の効果」と「負の効果」匠対する整合的

認識と、問題解決への実りある対話が強く望まれる。

われわれは、こうした観点から、企業、国、地方公共団体、住民、専門家などが一堂匠会し、長

期的、総合的匹みた環境保全のための冷静な建設的な対話の場が、全国的にあるいは広域都市圏

（例えば、近畿圏、首都圏）単位侭設けられ、過大代増幅された不信を乗りこえて、新しく事態の

展開をはかることが何よりも必要であろうと考える。

m提呂

われわれは、以上のような諸条件が一日も早く満たされることを期待し、 企業として最大限の実践を

すすめていくが、今日の混迷する環境問題解決の一助として、ここ匠若干の提言をしたい。

(l) 企業施策の積極的公表

環境保全匠関する企業の最小の責任は、合理的な規制基準を満足させること匠ある。われわれは、

この実践を担保するととも匠、さら匠環境保全花対する企棠の姿勢を明らかに し、今日の社会的要

請に応えるため、企業の実践する環境保全施策を、例えば営業報告書等匠記載すること匠よつて積

極的匠公表する体制をととのえ、社会的評価の基礎を提供する ことを提案したい。

このことによつて、企業内匠おける意思決定基準の中匹、環境保全の基準が自ずと組み込まれ、

さら匠公害防止組織、情報管理体制の整備が進み、公害防除が企業内で完全に地匠ついたものとな

ること を支えるこ とができよう。

われわれは、企業施策の殺極的公表を機匠、報道機関等においても、今日 の企業が環境保全に努

力している現実の姿を栢極的に取上げ、公害問題解決がさら匠促進されるよう、積極的な協力を報

道機関にお願いしたい。

(2) 環境改善振興制度の設定

環境改善の積極的推進をはかるため、すぐれた貢献をした企業等匠対し、社会的評価の確認の一
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環として、輸出振興制度に類似する、新しい環境改善振興制度を設け、税制、金融面からする特典

を与えるなど企業の改善意欲を刺激促進させ、今日の国民的課題に大きく貢献させることを考慮す

べきであろう。

この措置匠よつて、一面匠おいて、すで匠環境改善に関 して実効を上げている企業等匠対するイ

コー）レ ・フィッテイング（公乎条件）をもたらすこと匠もなろう。

(3) 「公害防止センク ー」 の設置

公害防除花は、科学技術面の進歩に負うところが極めて大きいが、とく匠産業公害匠あつては、

生産工程でのクロ ーズドシステムの技術開発を行なうこと匠より、資源の有効利用、汚染の防止を

果 しつつ、新しい利益機会をもたら し企業の発展匠も貢献しうるものである。

こうした観点から、すでvc述ぺたよう匠、技術水準の向上、企業経験の交流などを目ざして、地

域別匠、公害防止産業、公害防除技術の蓄積の豊かな企業、経済団体等を中核とする「公害防止セ

ンター」の設置と、これ匠対する政府の積極的支援を提言したい。

このセンクー匠おいては、公的機関からの技術情報の収集、民間企業の公害防除技術の習得、技

術のあつせん・指導、公害防止機器の共同展示等を行なわせる。同時匠、特定の日または週には、

各企業から保秀な技術スクッフの派遣をえて、技術不足匠悩む企業など匠対し、積極的な援助をは

かることが考えられよう。

(4) 環境保全のための専門的人材の養成

環境問題は極めて複雑な要素をもち、今日の学問体系の下では単純に律しきれない、いわゆる学

際的な問題であり、同時花、企業活動匠おいても、将来匠わたって何らかの形で常に解決を迫られ、

この適否が企業の命運匠大きく影響を与えるものとなろう。

したがつて、企業が環境との調和のため忙適切な意思決定を行なう匠は、環境問題に関する総合

的な理解を身匠つけた、新しい専門的人材の存在が不可欠である。このことは、政府、公共機関等

匹おいても事情は同じであろう。

われわれは、この解決のため、例えば、大学教育の中匠「環境学部」を設け、自然、社会、人文

の諸科学を再構成した新しい科学匠関する専門的教育を行ない、さら忙社会で活躍する一般人の再

教育の機関として活用するなど、新たな目的匠即 した総合的な教育課程匹よつて、新 しい専門的人

材を養成するよう提言したいと考える。
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繊維政府間協定について

昭和 46 年 10月 15日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事山本 弘

代表幹事 佐 治 敬 ― 

現状では止むを得ないかもしれぬが、当事者の合意を得られないまませつばつまつた形で、政治的な

解決の道を選はざるを得なかつた事は残念である。これ花よつて打革を受ける繊維産業匠対しては十分

な救済措置をとつてほしい。

今後は諸外国の情報を正確かつ把握し、 対外、対内とも卒直匠意見を交換してお互い匠納得のいく問

題解決が出来るよう望みたい。

中国の国連代表権に関する表決結果について

昭和 46 年 10 月 26 日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事 山本 弘

代表幹事佐治敬一

僅差とはいえ逆重要事項指定決議案が敗れたことは、中華人民共和国が中国を代表する唯一の政府で

あるとの認識のもと匠、中華人民共和国を国際社会匠迎え入れる動きがいまや世界の潮流となつている

ためであろう。政府としては、このような決定が下された以上、今回の結論を卒直匠受け入れ、その線

匠そつて、すみやか匠国交回復匠取り組むよう望みたい。
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昭和 46年 11月 5日

第 29回関西経済同友会大会 代表幹事団所見

変革期に処する経済秩序の創造

I 激動す る国際情勢 と日本の進路

国際政局はいまや重大な転機匠さ しかかつている。中国の固連復帰、拡大ECの進捗は、長らく続

いた米ソ両極時代の終焉と、多極化時代の到来を示唆している。

政治の流動化とと も匠、世界経済もまた、自由主義経済圏と社会主義経済圏 との交流、開発途上国

の発言力の増大など、時代の転回の兆しがみられる。

このよう な情勢の中にあつて、目 由主義諸国は、国際通貨体制の動揺、米国の新経済政策にみられ

る保護主義的傾向の高まり、ECの拡大にみられる，プロック化の動きなど、その解決をあやまれば世

界を危機に陥れかねない深刻な問題をかかえ苦悩を続け ている。

一方、戦後著 しい成長をとげたわが国に対 しては、世界各国から、その実力匠ふさわ しい節度ある

行動 と、 責任の分担を求める声が強まりつつある。

わが国経済は今後ますます基礎資原の海外依存度を高め、市場もまた諸外国の協力匠まつところが

大きい。乎和な〈 してわが国の存立はなく 、自由なく してその発展は望めない。世界の孤児 とならな

いため匠も、世の批判匠こたえて反省すぺきところは謙虚匠反省し、わが国は、主体的判断匠もとづ

き、進んで平和のための国際協調と、進歩のための公正な競争を展開し、局面の打開匠貢献すべきと

きである。

われわれはここに、力匠よらず理性匠もとづく問題の解決、すなわち時代匹即 した新しい秩序の創

造を世界匹向かつて呼びかけよう。

II 現代社会忙おける経済人の課題

われわれは、国民福祉向上の基盤と して経済成長は欠くことのできないところであり、 自由経済 ・

市場機構が最も有効であると考え行動してきた。この考えは基本的匹は容認されるべきであろう。 し

か し現実匠は、環境汚染の問題や、消費者運動、あるいは過度の集中的進出という外国からの苦情な

どきひしい内外の批難を受け ている。つまり 、福祉の向上と経済成長の矛盾、貿易面匹みられる諸外

国との摩擦、社会的要請と経済的要請との相剋、ここ匠現代社会の焦燥感、危機感の根瀕があり、わ

れわれの立ち向かうべき新しい課題がある。

複雑化した社会の中から次の進歩の崩芽を見出し、それを育てる ことは現代人に課せられた使命で
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あろう。しかもその活動が将来時間的にも空間的匠もより拡大 した領域にわたることを予想するとき、

それぞれの立場を堅持しつつ、新天地に受け入れられる秩序づくりに取り組んでいかねばならない。ゎ

れわれ経済人と しては人間尊重の至上命題匠則し、国際的にも妥当性を主張できる経済活動の秩序を打

ち立てるために、その経験と英知とを結集すぺきときである。この場合、われわれの取り組むぺき課題

の第ーは 、 経済の合理的運営匠委ねるぺき領域は市場原理の秩序 VC任せる• ことである。既存の制度・慣

行を改革するならば、この領域はかなり拡大する ことができよう。 ここでは、公正な競争に よつて市場

機能が十分発揮され、その成果は効率匠よつて正当匠評価されること匠なろう。第二は、自 らの経済行

動がひき起す経済外的影響 ・社会的要請に対処する姿勢である。 ここでは人間連帯の意識と協調の精神

に立ち、理性ある行動花よつて周到かつ厳正匠自己責任を貰徹する態度で臨むぺきである。

しかし現実には、なおかつ解決の困難な問題が存在する。かくて企業、消費者あるいは地域住民相互

の対話侭よる意思の疎通がいよいよ重要となる。そのため陀、中央、地方の行政当局が公正な調整役vc

当たることを期待する。

旧 内外経済における新しい秩序

(1) 国除社会匠おける秩序

今世紀二度匠およぷ世界的戦乱の反省から世界の平和と経済発展の基本は自由貿易匹ありとする

のがプレトン・ウッズ体制であり、ガッ トの理想である。その後現在までこれに賛同する国が増加

しつづけている ことは、この原則と精神の普逼性を証明しているといえよう。しかる匠現在、その

国の国内政治上の要請から国益の名匠おいて、保護貿易匠傾き、制限と差別を強化する傾向がある

のは、まこと匠遺憾である。わが国が自由化を推進すぺきことはもちろんであるが、各国には、世

界経済の担い手の一員と して、その安定と繁栄のための自らの責任を遂行する こと を第一義と し、

国内の政治的要請については国際協調との軽重匠想といたし、長期的観点から互譲の精神で対処す

ることを望みたい。

また、いわゆる世界企業は、全人類に対して著しく大きな影響力をもつているのであるから、新

しい国際経済秩序を形成するため匠、その節度ある行動を要望する。

(2) 地域社会vcおける秩序

地域社会匠おいて、当面最も重要なことは、環境の維持 ・改善てある。環境問題は人間社会とい

った見地から、全地球的視野の下に、また人間の活動ジステムの根本に遡つて問い直すぺき性質の

ものであり、環境は人間の共有財であるという認識匠立つてその活用 ・保全花すぺての人が配慮す

ペき課題である。ここ匠は、技術開発、性急な改善要求、費用の公平な負担など、困難な問題が存

在する。 しかし、企業がこの面で社会的要請花こたえない限り、その存立基盤にかかわるという意
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識の下匠、われわれは技術陣の充実、研究開発資金の投入、各界との相互協力など匠より、真剣に

その解決に取り組んでいこう。また、維持・改善された環境の効用は直接、間接万人の享受すると

ころであるから、市場機能を通じる公平な負担を説得していこう。

(3) 消費社会における秩序

現代のような社会においては、消費者が液適な選択を行なう匠十分な情報を入手できるとは限ら

ず、ここ匠も市場機能匠よる秩序を不安定なものとする一因がある。企業と消費者とのコミュニケ

ーション匠よつて、意思の疎通をはかり、消贄者の安全を確保すること、正確侭して十分な情報を

提供すること、その意見を反映させるなど、消費者主権匠ついて十分の配慮をし、双方の間隙を解

消することは、経済的、社会的安定に役立つであろう。

また消費者と冷静匠対話をかわす共通の機会を作るため匠、企業は中央、地方の行政当局、マス

コミ等に働きかけ、その協力を求めよう。

(4) 秩序づくり匠おける政府の役割

変革期を迎えて、対外的匠も対内的匠も政府の役割は一段と大きくなってきた。

対外的には、国際情勢のきわまりなき変転匠対処し、将来を先見する澗察力と勇気をもつて進路

を確立し、世界匠対する責任を果すこと、これがわが国の喫緊の課題である。とく匠経済外交匠あ

たっては、諸外国の情報を時機を失せず十分かつ正確に把握するととも忙、国民的合意と支援の下

匠わが国の意思を明確匠伝えるために現行諸制度をさら匠拡充・強化し、 総合的に運用することを

望みたい。

対内的匠は、国民福祉を当面欧米水準まで引き上げる計画を立案することが緊急の課題である。

1 0年前の所得倍増計画がその後の高度成長の起爆剤となったよう匠、福祉向上の段階別目標とそ

のための施策を国民匠示し、その協力の下fて清新撥剌たる発展を期すぺきである。

米国において、対内外の重要経済政策樹立匹あたって、産業界、学界、労働界の表誕匠わたる協

力関係が有効匠働いていると思われる。類似の制度をもつわが国の堀合も、より具体的匠、より実

質的にこれを活用するならは、新しい時代の新しい秩序づ〈り匠魂を吹き込むことができるに相違

ない。

IV 新時代に処する企業の行動

現代の自由主義経済は、企業の規模とその活動範囲を拡大する必要性と必然性をもつている。企業は

それ匠対応してより加重された負担と責任を課せられることは当然である。それ花即応できない場合は

その存在理由を問われることも社会的法則であろう。しかし新しい秩序をめざすわれわれの至誠ある行

動は経済の発展と福祉の向上と匠矛盾なく貢献できるものであることを確信する。
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昨年の大会匠おいて「効率と衡平の追求」を経済行動の理念とし、その実践を強調したのは以上の認

識に立つからである。効率は企業経営の成果を測定する規矩であり、衡平は正義匠もとづ〈経済活動の

行動基準である。

企業が技術開発と合理的経営とによつて創造性のある、より良い商品・サービスを提供して、真に経

済的要請にこたえているかどうかは、効率匠ょつて裁断される。地球が有限であり、まして資椋 ・環境

匠は限りのあることを思うとき、従来は非経済財であつた諸要素についても、その活用 ・保全・維持匠

あたって、費用 ・効果の対応関係を考慮し、経済財として考えざるをえないものが多くなる。したがつ

て市場原理・公正競争匠委ね、効率によつて律せられる領域は拡大する。

また、企業が人間尊重の基本匠立つて、正義vcもとづく経済活動を行なつているかどうかは、衡平の

理念によつて批判されるところである。人間尊重の正義は、至誠と善意の疎通を欠いては実現できない。

われわれは、政府、労働組合、消費者、地域住民との対話を従来以上匠重視しよう。さらに国際的匠も

主義 ・制度にとらわれず人的交流を深め、常時緊密な接触を保ち、いわばマン ・ツー ・マンの布陣を展

開すべきであろう。それ忙よつてわれわれの真意を世に訴えよう。

V む す び

われわれは、企業が社会全体匠奉仕する実存であることを自覚し、社会の経済的要請に対しては強い

経営力を培い、その社会的要請匠対しては新しい秩序を創造することによつてこたえよう。

いまや自由主義経済は、新しい秩序を確立するために、世界中の英知と勇気とを待望している。われ

われは、変革の時代匠実践をもつて挑戦し、 この待望匠呼応することをここ匠確認する。
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第 29回関西経済同友会大会共同声明

今日の日本経済は、深刻な不況下匠あり、かつ脱出の糸口を容易匠見出 しえず、まさ匠危機的様相を

示 している。内外環境の歴史的試練ともいえるこの難局を打開するため、われわれは、次の諸点を官民

共通の課題とすぺき ことを確認し、自ら新たな発想で対処する覚悟を明らかにするととも匠、政府匠対

しては、豊かな構想匹基づいた政策の勇気ある実行を要望したい。

1. 当面する不況脱却のため、政府は社会資本充実の施策を強力匠実行し、かつそれを内外均衡と真の

国民生活向上匠つながる福祉重点の経済路線への足がかりとして長期的視野の下に推進するほか、企

染としても新時代匠即応した企業体質 ・行動様式への転換を急ぐこと。

2. 混迷する国際経済秩序の回復については、米国匹責任ある行動を望むととも匠、わが国としても、

先見性を以て国際経済情勢を的確に判断し、互患と協調を華本とする対外経済政策を確立 し、 公正

な競争をはかるなど、自らの役割を主体的匠果すこと匠より局面の打開匠貢献していくこと「

3. 多極化する国際政局匠対応し、対米関係の調整はもとより、日中国交正常化匠早急匠取組み、拡

大ECや開発途上国との緊密化に努めるなど自主的かつ多角的外交を浪開すること。

昭和46年 11月5日

第 2 9回関西経済同友会大会

昭和46年度 経済政策委員会報告

昭和 46年 12月 15日

経済政策委員会

本年度当委員会は 70年代の経済運営のあり方をテーマと し、 主と して福祉と経済との関係を中心匠

調査研究を行った。

5~ 6月匠は講演会を集中的匠開催し、 1 0月匠は全会員対象のアンケート VCよる意識調査を実施し

た。

以下、 これ迄の調査研究の結果をとりまとめ報告する。

（アンケート調査結果は別紙）
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講 演 会 開 催

5月20日 7 0年代の産業政策のあり方

通産省官房企画室長 天谷直弘氏

6月 9日 長期的視点匠立つた経済政策のあり方

京大教授 市村真 一氏

6月16日 社会の進歩と企業責任

東大助教授 富永健一氏

6月30日 福祉社会匠おける企業

中央大教授 丸 尾直美氏

9月17日
I 
世界の動きと日本経済

日本経済新聞論説委員 武山泰雄氏

1 本年のわか国経済は、停滞の色凝い中匠、 さきに実施された輸入課徴金等のニクノン新政策、円の

変動相場制移行、対米繊維輸出規制等匠より国際的激動の波匠直面した。

一方、国内匠おいては、福祉向上への要請はいよいよ強まり、福祉と経済との関係をいか匠調整す

べきかが極めて重要な課題となってきた。

2. 今後のわが固経済の発展匠とつて、先進国、開発途上国を問わず、国際協調を最重要とする意識が

アンケート侭も集中的匠現われているよう匠世界の市堀と資源匠依存ぜざるを得ないわが国経済の運

営匠とつて、その国際的関連を無視した行動は今や許されない。

3. ニクソン ・ジョック以来、不況の長期化が予想されているにもかかわらず、これからの日本経済の

基本的指標は福祉向上と国際協調と匠あり不況克服の過程匠おいても両者を見失うべきではない。と

いう意識がアンケート調査匠も明確匠表われている。

本委員会は、福祉向上を経済運営や企業経営の真匠内生的原理と して把握し得るか否か、また、そ

のため匠はどのような方法があるのか、といった点を中心匠検討を進めてきた。

4. 一般匹福祉向上と経済発展とは必ずしも統一的匹把握されていない。

1 9 6 0年代までのわが国匠おいて代、福祉向上か所得の上昇匠集約されていた。従って、経済発

展ー所得上昇ー福祉向上は、一元的匠把握することが可能であった。然る匠、高度経済成長の結果は、

壊境の悪化、 社会資本の不足といった、忘れられていた新たな、而も極めて重要な認題を提起したの

である。

ここ匠、経済発展と福祉とが一見背反的匠捉えられる素地がある。
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又、福祉9の要請は、自然保全、人間回復といった課題が主題となることが多い6 これらは、と か〈、

これまでの経済の範瞬の埓外とされがちであったことも両者の統一的把握を困難匠してきている。

5. もとより経済は、福祉のため匠営まれるものであり 、両者の背反は許さるぺきものではない。仮侭

も経済が福祉匠反するならば、その経済は検討し直されなければならない。

6． アンケート調査の結果では、福祉向上と経済発展とは両立、調和されるぺきものとする意識が、福

祉向上を上位の目的概念とする意識をやや上回っている。福祉と経済性の追求とが経済運営又は企業

経営の面においてなお、必ずしも 一元化され難いことを示している。今後大きな課題として検討され

なければなるまい。

7 ネ畠祉向上と経済発展とを現実の経済連営や企業経営の実践的原理の中で融合統一することは果して

可能であるか。

これについては、次のような考え方がある。

現在の自由主義体制下では、私企業は利潤をメルクマールとして自由競争を行い、企業の業績は市

場機構によつて評価される。しかし、現在の福祉の問題は、価格で表現できないか、 もし〈は将来の

価値匠係わるものであるから、この評価を市楊機構匠求めるのは不可能である。従つて、福祉向上は

市場機構以外のメカニズムによつて追求すべきであり、社会資本の充実や社会保障等、政府機能の拡

允、めゃいは、公者規制等民間活動匠対する規制以外花ない、という考え方である。

8 けれども、このよう匠福祉の課題を市場機構による企業経営原理の外陀求め、政府機能の拡充や規

制の強化に委ねることは、今後、福祉の比重増大とともに、企業活動の他律的制約要因が増大するこ

とを意味する。このよう匠福祉の課題を企業活動匠おける自律的原理としてではな〈 、単なる他律的

制約要因として認めることは、今日の自由主義体制匠おける自由と責任の原則を考えるとき、問題で

はなかろうか。

9 即ち、自由主義体制下の人間福祉の基本的条件である自由とはいうまでもな〈自律的自 由であり、

企業の経済活動の自由匠ついても、経済の上位の目的概念としての福祉の課題を自律的に内在的原理

として消化すること侭よつて維持できると考えるからである。

10. 福祉の課題を経済運営又は企業経営の実践的原理と していか匠消化すぺきかは、今日、なお十分な

解答を与えられていない。けれども企業は自らの責任匠おいて、福祉追求をその経営原理匠とり入れ

るべきだという今回のアンケート調査の結果匹見叫限りは、その解決の方向はかなり一般に明瞭匠な

りつつあるように思われる。
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"70年代の経済政策に関する

アンケート調査結果の概要 ））

昭和 46年 12 月 15日

経済政策委員会

国際経済清勢の混迷と、この影栂を受けての国内景気の見通 し難、 さらには公害問題、消費者運動等

匠みられる「成長よりも福祉」といった社会の風潮の中で、今後のわが国の経済運営のあり方を明確に

する必要が痛感される。そこで、この点侭ついて、アンケー ト方式花より会員の意識調査を実施したの

で、その結果の概要を報告する。尚、今回のアンケー トでは多重回答方式をとったので、一問中の回答

率の総計は 10 0％を超える場合が多い。

（会員数 56 2、回答数 20 3、回答率36 %) 

1. 経済発展と福祉同上との関係匠つい ては

① 経済発展が福咆I:の充足vcマイナスを伴なう場合は、経済発展と福祉向上とを両立さすぺきだとの

意見が最も多く回答者の 6割（以下同じ）を占めた。

② 福祉向上の前提として経済発展を優先すぺしとの意見は少なく (2割） 、むしろ、これまでの成

長要因であった技術革新のテンポは鈍化すると予想されるから、今後の経済発展を支えるため匠、

社会資本の充実による福祉向上が必要だという意識の方が高い (5割） 、これは経済発展と福祉向

上の両立を社会資本の充実花よつて固ろうという意識が非常匠高いことを示している。

③ また、福祉向上を経済発展よりも上位の目的とし、福祉要請を満足させない経済を長期的匠維持

することは難しい との観点から、福祉向上を目指す結果、経済発展が制約されるとしてもやむを得

ないという考え方が 5割弱ある。（このうち一部は成長と福祉の両立・調和の意見と重複が認めら

れる。）

2. 福祉の要請匠応えるのは政府の責任か、民間忙も果すべき役割があるかという

点については、

① 民間匠も果すべき役割と責任があるという意見が圧飼的胚多い。

② その場合の意識としては、

(i) 自由主義体制のもつ「自由と自己責任」が人間福祉の基本的条件であり、これを守るため匠も

企業は福祉追求を自らの経営原理匠とり入れていくぺきで、そう しなければ企業自体の存立基盤
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を喪うとするのが約 6割。

(ii) 新しい福祉要請の中匠は、民間部門が市場原理匠よつて供給できる し、 あるいはその方が望ま

しいと思われるようなものがあるから、民間部門は積極的匠その需要胚応えるべきだというのが

約 6割。

(iiI) また企業の負担能力の許可限りで福祉要請匠協力すべきだというのが約 5割。

で企業が積極的匠社会全体の福祉向上に役割を見出し、責任を果してい こうという姿勢がみられる。

③但し

(i) 公害のように公害自体の基準が明確でないものは、何らかの方法で政府が社会の納得を得るよ

う措置すぺきだ（約 4割）。

(ii) 福祉向上匠要するコスト匠ついて、社会が負担する了解があれば、福祉要請を企業原理の中匠

とり入れられる。 （約 5割）

という注釈的意見も多い。

④ 福祉要請に応えるのはすぺて政府の責任とする意見は至って少ない。

即ち、過去の政府の無策匹より今日の福祉問題が出てきてから (3%)、福祉要請は新たな問題で

あるが政府の施策で十分応えられるものである (10%)、福祉要請は企業経営原理とは相容れな

いから政府の規制匠まつ以外にない (3%)という程度である。

3. ニクソン ・ショック以来、国 内の不況が長期化する懸念があるが、こ う した現実

に立脚した場合、福祉向上 と経済の安定と成長との関係について

① 福祉向上と国際協調が今後の日本経済の悲本的指標だとして、不況克服の過程でこれを見失って

はならないという意見が約 8割を占め、

② 日米経済関係の悪化、あるいは今日の事態の国際通貨不安匠は、 日本の成長政策偏重匠も責任か

あるから、これらの事態改善のため匠も福祉向上を図るぺきだという意見が 4割あった。

③ 一方、不況の長期化が予想される今日vcおいては、福祉の大前提である経済の安定と成長が重要

という意見も約 3割あって、基本的に福祉向上と経済発展の関係を問うた時、福祉の前提としての

経済発展を俊先すべ しという意見が 2割であつたの匠比ぺて多くなっているが、これは、比較的短

期的な観点匠立つての意見と考えられる。

④ 尚、新しい円平価の下では、 より強化された成長政策匠よつて、 国際競争力の回復を困るべきだ

という意見は 1割強に過きなかつた。
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4. そこで 70年代の経済運営の方向や課題 として、 次の設問を行ったところ、

その回答は、次の通り であった。

イ〕これからの経済運営の基本的方向

148 (73%) 4 3 (2 1 %) 

福祉向上陀重点

両者両立
調和

ロ〕今後の経済発展匠とつての問題点は何か。

国際協調

国 土 狭溢
社会資本不 足｝

天然質諒券少

労働力 不足

技術革新の減速

経済成長重点

148(73%) 

88(43%) 

82(41%) 

39(19%) 

29(14%) 

そ の 他 20(10%) 

（注）その他匠は、教育問題、物価問題、行政改革、産業構造などが挙けられている。
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ハ］人間福祉の向上という面での問題は何か。

自然環境保全
公害防除 ｝

消費者物価安定

社会環境改善
都市過密化対策｝

住宅問題の解決

地価安定

人間疎外対策

老人対策

所得格差是正

そ の 他

133(65%) 

115(57%) 

110(54%) 

75(37%) 

66(33%) 

50(25%) 

40(20% ) 

7 (3 %) 

13(6%) 

（注）その他化は、国土計画、土地制度改革、教育なとが挙けられている。
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通貨調整の結果について

昭和 46年 12月19日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事山本 弘

今夏以来日本経済を極度の混迷に陥れてきた通貨調蜂問題は、関係各国の協力匠よって ようや （一段

落した。しかし、わが国が深刻な不況下にあるため、国際収支の黒字幅が経済の実力以上匠拡大して表

われ、それが円匠対する過大評価となって予想を上回る切上げ幅を余儀な くされたことは大変不幸であ

った。

この結果、デフ レ圧力がさら匠強まり 、当面国内経済は深刻な事態を迎えざるをえまいが、反面、わ

が国経済陀と って歴史的な出来事であるこの円切上げは、これを克服する過程匠おいて、福祉、公共部

門の充実、産業構造の転換、資瀕の最適再配分をはかるなど日本経済を内外均衡のとれた健全な成長軌

道匠乗せる絶好の吸会である ともいえよう。

このため、とく匠次の諸施策を強力に実行することが必要である。

(!) 当面の不況を脱却し、かつ国民福祉の水準向上をはかるため、財政面からの施策を重点的匠実行

する必要があり 、かヽる観点から、目下編成中の47年度予算匠ついては、大規模な国偵の発行によ

り、積極的匠大型化をはかること。なお 、．懸念される物価上昇妬ついては、輸入政策の積極的活用

など匹より 、極力その抑制匠努めること 。

(2) 今後の経済政策匠ついては、不況の慢性化と国際収支の黒字累増、ひいては通貨の再調整という

悪循環を断ち切り 、内外均衡と真の国民牛活向上陀つながる福祉重点の経済路線への移行を、長期

的視野の下匠推進すること。

(3) 今回のような急激なショ ックを避けるため匠も 、今後は先見性を以て国際経済情勢を的確匠判断

し、 互恵と協調を基本とする対外政策を確立し、 公正な競争をはかるなど、自ら“世界の中の日本 u

として生き抜く態勢を歪備すること。
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蔵相会議の結果について

昭和 46年 12月 19日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事佐治敬三

各国の対米協力匠よって通貨調整はようや く一段落したが、前途匠対する不安はなお消えていない。

予想外匠きぴ しい円相場の決定と 、新しい通貨 ・貿易秩序での資任分担は、わが国匠多くの試練をあ

たえる こと になるう が、しか し、経済体質、構造変化など諸問題の集中的解決のき っかけともなろう。

福祉 ・公的部門の充実、内需重視匠 よって、資源の再配分をはかり 、いまこそ 「成長活用型 」経済運

営の軌道をつくるぺきである「さもなければ、不況慢性化と国際収支の黒字累増といういまわ しい悪循

環はさけられない。

個別対策と しては、とく花、

① 国民生活安定のための積極的輸入政策の実施と

② 旧態依然たる‘‘健全財政＇ 》の通念花とらわれる ことな く、一般会計 ・地方財政の財源不足をカパ

ーする 4兆円の大型公債の発行

を望みたい。

いま必要なのは、円の新 しい評価をひとつのガイドとした「日本の新経済政策」の緊急匠 して強力な

実行であり 、かかる決断を現在編成中の来年度予算匠もり こむこと を要望する。

ー 50-



第五次公定歩合の引下けについて

昭和 46年 12月 28日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事 山 本 弘

代表幹事佐治敬三

円の大幅な切上げ匠より懇念される不況の一層の深刻化陀対処 し、 また海外金利の低下傾向に対応す

るものと して、 妥当な措置と思われ、沈滞しきった産業界匹心埋的な明るさを与えるととも匠、市中金

利の低下、借入コストの低減を通じて 、企業業績悪化の一つの歯止め となることが期待される。

しかし、予想を上回る円切上げの衝眩や需給ギャップの大きさからみて、これを以て本格的な景気回

復をはかることは困雉であろうし、また本措置に よって、わが国の公定歩合が欧米先進国並みの4%台

の水準となるこ とや金融の量的緩和も既匠大幅匹進展している現状からみて、もはや金融面からの景気

浮揚策は限界匹達しつつあるとみられる。あとは、現在編成中の47年度予算の大型化な ど直接実需につ ＼ 

ながる財政面の施策匠もっばら期待する他あるまい。

昭和 47年年頭にあたつて

昭和 47年 1月 6日

社団法人 関西経済同友会

1．はじめに

円の大揺切上げ（疋ょ って幕を閉じた過ぐる一年は、国際政治経済両面陀おいて歴史的事件が相次ぎ、

まさに激動の70年代を象徴する年であった。

斗寺i9C 、国除経済面匠おける米国のドル防衛策の強行は、20有余年の間堅持されてきた IMF体制の

根幹を揺がしたのみならず、自由貿易を標榜するGATTの理念尻対 して大きな衝撃を与えた。 これ
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を契機として提起されている諸々の問題は、在来の観念では到底律し切れないものであり 、いまや国

際経済は大きな変革期を迎えている。

わが国経済も 、動揺する国際経済情勢のもと匠おいて、不況の深刻化が懸念されており 、しかもその

局面は、対外均衡の観点から、海外需要に不況克服の契機を求め得ないうえに、当面諮じられつつある

景気対策匠よって も、沈静した国内需要の刺戟妬即効性を期待し難いという困難な単態を迎えており 、

従来とは、全〈様相を異匹するものといえよう。

また、過去の高度経済成長は、国民所得の上昇と 、それ匠基づ く生活水準の向上を実現したが、いま

や所得向上への欲求ととも匠、環境改善など多面的な福祉向上への欲求が高まり 、一部匠は、経済成長

と福祉向上とが二律背反であるかのご とき誤解さえ生じつつある。

2. 経済の課題

本年のわが国経済は、新しい秩序を求めて動揺を続ける国際経済社会忙おいて、その一員として実力

にふさわしい責務を果 し、 節度ある行動をもって対応するととも匠、一方、国内匠おいては社会資本の

充実を中心とする多面的な福祉向上の要請匠応えつつ、不況を克服するという 、いわば「内外匠わたる

多元的均衡への道」を踏み出すべき年といえよう。

福祉の指標を専ら所得上昇匠おき 、資源と市場を自在匠世界匠求めて 、経済の高度成長を遂げてきた

時代は過きた。 いまや 、過去匠培われた観念匹とらわれず発想を転換して、未踏の原野を切り拓く覚悟

のもと匠この内外匠ゎたる多元的均衡の道を模索し、これ匠対処する方途を探求しなければならない。

就中、われわれ経済人は、自由主義経済の理念匠基づき 、内外陀わたる多元的均衡匠対する深い配慇

のもと応それぞれの経済行勁を律し 、積極的匠その責務を来すべきもの と考える。

何れ匠せよ、わが国経済はもはや高度成長の時代から、国際協調、国民福祉の向上を指向して運営す

ペき時代を迎えている。したがって 、これに伴なう経済成長の減速過程匠おいて、いか匠して円滑匠ゎ

が国の経済体質をこれ匠適応する よう転換するかが、本年の最大の課題となるう。

3. 企業の課題

このよう 花、わが国が歴史的激動の時代匠当面し 、内外陀わたる多元的均衡への道を模索しょうとす

る本年は、企業匠とっての課題も枚挙 しえぬほどのものがある。その中で、特侭次の点を強調し、われ

われの実践の目標としたい。

第ーは、動揺を続ける内外の諸情勢のもとで、減速経済に適応できる企業体質への転換を図ることで

ある。そのため匠は、先ず現匠定着している 「一桁成長即不況 」の観念から脱却する こと、 さら匠は二

桁成長下でこそ容易であった売上の増大匠よる企業利潤の確保を、経営の効率化匠基づ くもの応転換し
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てい くこ とが必要である。 このため匠も産業再編成や 、業種転換等の構造改善は、企業 自ら主体的匠実

施すぺきであるう。

第二は、スタグフレーションの主因となる減速経済下の加速的賃金上昇の回避である。従来の雇用慣

行は 、完全雇用の達成とともに賃金の加速的上昇をもたら したのみでな く、近年この傾向は惰性と なり

つつあ り、 今後この傾向が持続されるならば、欧米の現状匹見る こと きスクグフレーショ ン発生は免れ

雄い。従つて、この際、在来の固定化した雇用慣行を再検討し、賃金、労働時間等労働条件全般匠わた

る国除比較に基いて 、わが国侭最も適合した新しい雇用慣行を創り出すべ きときである と考える。

第三は、企業と社会との連帯を強化することである。周辺社会の企業活動妃対する関心は、ますまーす

その度を深めており、 地域住民、消費者等周辺社会の福祉向上に貢献しえない企業活動は、 社会との相

剋を深め 、その存続さえ困難となるう。われわれは、企業活動が惹き起す様々の経済外的影響について

多面的匠配慮 し、 自らの行動を律していかなければならない。特匠壌境改善の問題については、われわ

れは社会連帯の観点から最大限の努力を払うと とも匠、公害防除技術の開発はもと より、生産工程のク

ローズド ・システム化などを推進し、環境の改善と企業の発展とが二者択ーのものではないことを実証

すべきである。

第四は、国際協調の理念に基づく企業活動の展開である。減速経済下匠おける過当競争は、企業体質

の著るしい弱化を招来するのみでな く、 内外経済の攪乱要因となり 、新しい国際経済秩序の確立を大幅

匹延引させる。特匠、わが国の場合、海外経済活動陀おける過当競争は、諸外国との摩擦を激化し、そ

の指弾を受けてわが国を孤立化さ せることと もなる。 この際、われわれは国際社会との連帯意識を一段

と深め、オーダリ ー ・マーケ ティングの確立な ど国際協調の実をあげなければならない。

4. 政 府へ の要望

以上の課題を達成するために、政府匠期待する とこ ろは極めて大きい。われわれは、特陀次の諸点陀

ついて強 く要望する。

第ーは、多極化する国際社会において、均衡ある多角的自主外交を積極的に推進することである。い

うまでもな く、 海外の資源 と市場陀依存せざるをえないわが国経済は、国際平和の維持と世界経済全体

の発展な くして存立しえない。従つて、わが国が国際社会匠おいて孤立化を避け、国際経済のプロック

化への動きを防ぐことが、わが国将来の発展の基盤として最大の課題である ことを銘記 し、 多極化する

国際情勢に対して、主体的判断のも と陀多角的外交を推進すべきである。

第二は、大型財政による強力な不況対策と福祉政策の推進である。このため、本年は大規模な固債発

行（てより財源庄確保するととも陀、特にその実施匠あたつては、福祉政策の柱となる社会資本の充実を

効率的に進めるため、財政投融資の重点化を図る こと はもと より、大規模プロジェクト方式をさ らに活
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用 し、 設計段階をも含めて民間部門匠一括発注するなど、思い切つた方式を採り入れるぺきである。さ

ら匠 、民間部門の公害防除施設に対する投資は 、福祉政策としても 、また民間設備投資を刺戟する意味

からも 、本年こそ大幅匠これを推進する絶好の機会であり 、金融・税制面匠おける積極的な助成策を謂

ずべきである。

第三に、 激動する新時代に対応するに必要な諸制度の改革を果敢に実行することである。政府の役割

が増大する時代にあつては、行財政の徹底的効率化、弾力化なくしてその達成を期待しえない。行財政

制度改革の必要性は既匠言い尽されているが、本年こそ、まさ爬その断行のときであることを重ねて強

調する。さらに、土地問題は、ひとり公共投資の効率化を阻むのみならず、国の将来を左右する喫緊(1_)

問題である。本年こそ土地制度改革について早急に実効ある対策を講じる こと を併せて強 く要望する。

5. む す び

国際経済の混迷、内外情勢の激動の中で、いまやわれわれは四半世紀匠及ぶ戦後時代匠訣別を告げ、

新しい時代を迎えようとしている。今こそ、われわれ経済人は、現匠定着している諸々の観念匠とらわ

れることなく発想の転換を函るととも匠、社会全体匠奉仕する企業の使命を自覚し、新たなる自由主義

経済発展の方途を真摯匠追求し 、力強く新しい時代への第一歩を踏み出そう。

＂福祉型地域開発への道 '’

昭和 47年 1月 6日

地域 開発委員会

60年代の経済運営は 、ひたむきに効率性、合理性を追求するものであつたが、それがあまり匠も短兵

急すぎたため、今日解決を迫られている諸問題を引き起している。

すなわちわが国経済の高度成長匠 ともない、経済規模は十年前の約四 ・五倍となり 、GNP水準は二

千億ドルを突破し、また世界経済に占めるわが国経済の比重の増大、地位の向上がみられたが、一方国

内匠おいては都市問題、過疎問題、環境問題をはじめ種々の社会経済的弊害が顕在化し、国際面でも貿
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易、資本進出匠ついてわが国への番戒感、批判が高まりつつある。

70年代匠おいては、こ のような諸事実を謙虚に反省 し、国際協調の立場から国際化を強力匠推進する

ととも匠、社会資本の充実、社会保障の拡充、生活環境の整備、環境問題の解決など福祉社会、福祉経

済実現のため質的転換がはかられねはならない。

地域閉発匠おいても従来の効率性、合理性のみを重視する方式から、人間福祉を重視した、いわゆる

福祉型地域開発への転換がはかられなければならない。

I 福祉型地域開発の碁本条件

70年代匠おいて福祉型地域開発の積極的展開をはかるため匠は次のような方向転換がはかられねばな

らない。

第一匠地域閉発の目標を従来の地域所得向上のみに重点を置 くだけではな し侭住みよい環境の創造、

良好な地域コミ ニュテイ の育成、地域文化の創造といつたものを織り こんだいわゆる地域福祉の向上へ

質的転換をはかる必要がある。その為匠は産業開発たけでな く社会開発、環境の保全と創造、文化の創

造等が強力に推進されるぺきである。

第二匠福祉社会の建設あるいは福祉型地域閉発を促進するため匠は、公共部門妬限らず民間部門の知

恵と創造力が最大限匠活用される必要がある 。その為匠は福祉型地域開発への民間の参加の為の基盤の

確立、体制の整備が急務である。

第三匠地域開発匠おいて、従来の地域の枠を乗り越えて広域的展開をはかる必要がある。

福祉社会建設のための諸課題、たとえば交通 ・通信ネッ トワークの整備、広域生活梱の整備、大規模

リクレーション基地の開発、大規模食科基地の開発、大規模工業基地の開発、水資瀕開発、都市問題、

環境問題の解決など匠ついては、従来の地域の枠を こえて、各地域が協調しながら、広域的観点からこ

れ匠取組み、解決していかねばならない。このような観点から地域開発委員会は昨年度西日本各地同友

会匹よる「西日本地域開発連絡会議」の設置を提唱 し、本年度から活動を開始し 目下意見交換を行つて

いるが、今後とも西日本総合開発をめざして一層積極的匠展開していく必要がある。

II 福祉型地域開発への提言

福祉型地域開発を促進するため、次のよう な方策を提言したい。

1. 弛域環境創造に総力を結集

2. 社会開発の促進

3. 余暇時代への積極対応

4. 中規模工業基地の育成
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5. 福祉型地域開発のための制度的措置

（注）今後の運営匠ついての意見

1. 地域環境創造匠総力を結集

70年代のわが国匠とつて環境問頴の解決は最も緊急の課題であり 、住みよい地域環境の創造が福祉型

地域開発の重点課題であることはいうまでもない。

しかしながら人間をとりま く環境は単匠自然のみならず、人間自身匠よつてつ くられる人工環境を含

んでおり 、住みよい地域環境の創造匠はただ自然をそのまま保護するだけでは不充分であり 、積極的匠

人間が創造してい （環境が重要である。

従つて環境問題の解決匠は生態学、工学、化学等の自然科学、経済学、社会学、心理学、法学等の社

会科学といつた諸科学の結集は勿論、公害防止技術、廃棄物処理技術、資源のサイクル技術、土木建設

技術、情報処理技術、制御技術をはじめとした諸技術を環境創造のために稼極活用することが不可欠で

ある。

そのため政府、地方自治体、大学、研究所、企業を含めた強力な地域環境創造のための組織の設置を

提言する。

2. 社会開発の促進

福祉社会の実現のため匠は私的消費と社会的消費のパランスの とれた良好なコミ ニュテ イの育成が重

要である。その為匠は従来不足している公共財、公共サービスといつた社会的消贅を高めるため、積極

的匠社会開発を行つてい く必要がある。社会開発の主体は個人の参加を前提とした中央、地方の行政体

があたるぺきで、開発の手段は財政政策である。従つて今後は社会閑発促進のため一陪の財政措置の強

化、とく匠地方財政の強化を行うととも匠、社会的消鰻匠関わる要員の育成と確保を計画的匹はからね

ばならない。さら匠社会開発への民間参加を促進するための税制、財政金融措置を急ぐぺきである。

3. 余暇時代への積極対応

所得の向上、余暇時間の増大匠ともない、レ、；；ャー、 リクレーション需要が激増しており 、またレ、；；

ヤーの内容も海陸両面にわたつて多様化し、レ、；；ャー圏も従来の 50~lOOKm圏レベルから 1,000Km圏レ

ベルヘと広域化している。今後福祉型地域閑発を進める上で、このような大撮のレジャー、 リクレーシ

ヨン需要rCどのよう匠対応してい くかが、大きな課題である。 60年代の重化学工業化をめざした地域開

発匠よつてい；；ャ ー、リクレーションのための資源は稀少化する一方であり 、今後大規模、中規模リク

レーツヨン基地を積極的匠開発すること匠より 、稀少資源の有効利用を促進する必要がある。さら匠こ
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れ等の地域においては自然の保護、育成、環境保全を徹底する他、遊び、休喪だけでなく新しい文化の

創造に役立つよう自然の利用、環境創造を行う必要がある。

しかしながら公共、民間とも このような余暇時代への対応妬立遅れがみられるのが現状であり 、今後

レ、；；ャー、 リクレーション基地の建設が容易となる ような法制、財政金融措置等の制度的整備を提言す

る。

4. 中規模工業碁地の育成

従来の地域開発は、各府県あるいは各プロック内での自己完結性を重視し、 重化学工業化を共通の柱

としてきたため、各地で類似的な開発が展開され、環境の悪化、文化造産の喪失がみられた。

今後無公害型の大規模工業基地の建設は重要な課題であるが、福祉経済時代の望ましい産業構造とし

ては重化学工業から高度加工型産業へ転換していかなければならない。その為匠はむしろ森林地域や大

規模農業基地と魅力ある地方中核都市との間厄中規模工業基地を点在させ、広域的視野匹立脚した多彩

な国土利用を図るべきである。

5. 福祉製地域開発のための制度的措置

福祉型地域開発促進のため匠は、法制、行政、財政、税制、金融等の制度面での整備が急務である。

とく匠次のような施策の実施を提言する。

1. 福祉型地域開発を容易匠する土地制度

(!) 公共目的のための私権の制限

(2) 先買い制度の実施陀よる公共目的のための土地の先行確保

2. 過密の抑制、過疎の防止のための諸制度

(I) 工業再配置促進法の実施匠よる工場の地方分散の促進ならびにエネJレギー産業、基幹資源型産業

の立地の円滑化措置

(2) 過疎地域開発のための財政、金融措置の強化

(3) 地方文化の中心育成のため、地方の国立、公立大学の育成強化ならびに地方私学への積極的助成

(4) 農村地域工業導入促進法の実施匠よる農工一体化の促進

(5) 事務所、事業所税案の実施、都市での立地制限匠よる地方分散化の促進

3. 福祉型地域開発への民間の参加促進のための諸制度

(1) 民間デペロツバー育成のための財政、税制、金融措置

(2) 公共事業の民間委託の推進

ー 57-



（注） 今後の運営匠つ いての意見

六十年代匠おいて、地域開発委員会は所得倍増計画、中期計画、全国総合開発計画などを受けて所得

の増大、生産力の拡充とそのための基盤整備という観点からいか匠国土の有効利用をはかつていくかと

いう問題意識匠たつて種々の提言を行なつてきた。提言自体は阪神ポート オーソリテイ構想、琵琶湖総

合開発、大阪蕩総合開発構想、西日本総合閑発など、それぞれ時代の要請匠応えたもので、事実具体的

な動きとなつて結実している。これらを通観してみると、とりあげる地域自体も阪神大都市圏、近畿圏

といつたものから西日本、日本全体といつた様花広域化している。これは行動圏、生活圏が従来の 50~

100 Km圏から 1,000 Km圏に広域化したほか紀、地域の問題自体を広域的な覗点から解決していかざるを

得な くな つている ことを意味している。

さら匠円切り 上げ後のわが国経済は 、従来の経済成長のみを 目指したも のから国民福祉の向上を目標

としたもの匠今後大きく転換していかざるを得ず、そのため匠は社会資本の充実、生活環境の整備、公

害防除、都市問題の解決、健康 ・保健、教育の充実といつた広い意味での社会閑発陀重点を置 くぺきで

ある。 しかしながら社会開発を推進するため1ては単匠財政支出のみをふやすといつた方策だけでは不充

分であり 、そのための資源の再配分、物的施設の整備、要員の育成確保をはじめ人間社会（ コミニュテ

イ） の創造などを含めたより広い観点から長期かつ計画的匠行われねばならない r

従つて同友会と しても従来の地域開発委員会を含める形で、新た匠社会開発委員会を設け、より広い

総合的な視野匠立つて社会開発のあるぺき姿を検討していく ことが望ま しい。
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佐藤・ニクソン会談について

昭和 47年 1月 8日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事山本 弘

代表幹事佐治敬三

昨年来二つのニクソン ・ショック匠よつて冷却気味であつた日米関係匠ついて、相互理解を深め友好

親善を推進する上で、大きな意義かあつたと思う。

とく侭、沖縄問題については 、返還の時期匹ついて最終的合意をみ、また核抜き・基地縮少匠ついて

も基本的方向を相互匠確認し合つたことは大きな成果であつたと思う。

また、日米経済関係については、このとこる矢継早匠打出されてきた米国の圧力が少くとも 1年間棚

上げされたということは、当面の不安をやわらげたものといえよう。

しかし、今回の会談の焦点でもあつた中国問題匠ついては、米側の 「台湾へのコミッ トメントは変え

ない。古い友人を犠牲匠しない」という従来の基本態度を再確認した匠とどまり 、期待されていた日中

国交回復への足かかりを表面的匠は何ら得られなかつたのは残念である。結局、日中関係の打開はすぐ

れて日本固有の問題であり 、主体的な努力が必要であることを認識すべきであろう。
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米 ・中共同声明について

昭和 47年 2月 27日

社団法人 関西経済同友会

代表幹事山本 弘

代表幹事佐治敬三

今回の会談の意義は、何といつても双方の努力によつて友好的な接触のとびらを開き 、体制の相違を

越えて平和共存のあり方を真象卯匹話し合いかつ合意陀達 した点匠ある。

米中両国間匠おいて事実上の平和共存宣言がなされたことは、この会談の成功を物語るものであり 、

世界、就中アジアの平和と繁栄匠大きく貢献する歴史的意義を高く評価したい。

共同声明匠盛られている台跨問題はじめ諸懸案処理の方向と 、人事交流・通商拡大、外交折衝継続の

3本の柱は、現在明らか匠しうる最少範囲のものと理解され 、実際には これをきつかけとして米中両国

間の国交正常化は急速匠進展しよう。日本としては、日中国交正常化をまさ匠日中二国間喫緊の問題と

して主体的匠とり くむ必要のある ことをますます痛感する。

政府としては、日中国交正常化を心から願う立場を明確匠し、具体的推進妬関する構想を固め、一日

も早く 交渉の糸口を作るぺきであり 、一方我々 としても第二次訪中団の計画推進をはじめ日中を結ふぐパ

イプを太くするため匠、経済人の立場からさらに努力する覚悟を新た匠するものである。
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46年度中国問題懇談会活動報告

昭和 47年 3月 21日

中固問題懇談会

1. 活動概況

関西経済同友会中国問題懇談会は、本年度新設され、大月座長はじめ、常任委員 8名、および運営委

員3名で緬成、発足 した。

懇談会の構成は次の通り。

座長ー大月高回和火災海上保険会長、常任委員ー会津幸雄日立造船副社長、太田治郎野村証券常務、小

泉計太郎住友商事参与、永松孝信住友化学工業副社長、永山盛康ユニチカ常務、日向敏雄住友金属工業

取締役、前田義里関西電力常務、餅口義雄伊藤忠商事専務。

まず、4月23日、5月12日の常任妾員会妬おいて、活動方針を協議、次のような基本方針を決定した。

「 中国問題匠取組む基本姿勢は 、 日中r~係の打開 ・ 改善を積極的に考える立場匹立つ。 しかし、いた

ずら陀ムード匠よつて勁くのではなく 、中国を知るための冷静かつ長期的な視点から、じつくりと取組

む。とりわけ経済人と いう立場から、中国経済の実態を知り 、中国の市場性匠ついての調査研究に重点

をお く。も とよ り政治的、外交的、社会的側面との絡み合いが多く 、単純な経済問題として取扱 うこと

を適当と しない点が多いので、必妥な限り陀おいて経済外的な問函をも研究する。 」

上記の方針匠そつて、効率的な研究をはかるため 、フローチャート「 中国問題のアウ トライン 」を作

成し、取上げるテーマ、話師の選定の参考と した。活動は、常任安負会と、全会員対象の講演会とを併

行して進めた。常任委員会は11回開き 、主として少数、クロ ーズでの懇談を行ない、謂演会は 7回開催

した。

日程、講師は次の通り。

4月23日 弟 1回常任姿員会 （活動方針協議 ）

5月10日 運営委員打合会 ( II ) 

5月12日 第 2回常任委員会( II ) 

5月22日

6月 2日

6月15口

第 1回晶貞会（日本経済新閣社一鮫島敬治氏）

第 3回常任委員会（野村総合研究所と）

第 4回常任委員会 （アジア経済研充所一渡辺弥栄司比）

第 2回講演会( II ) 
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6月21日

6月21日

7月 7日

7月 8日

7月 16日

7月20日

8月 2日

10月 6日

12月17日
47年
2月 7日

2月17日

2月23日

”
 

第 5回常任委員会 （外務省審議官一法眼晋作氏）

第 3回講演会（神戸大学教授一宮下忠雄氏）

第 6回常任委員会 （中間報告とりまとめ）

第 4回幹事会に中間報告提出

第 7回常任委員会（中間報告の取扱い）

第 4回講演会（アジア経済研究所一尾上悦三氏）

京阪神会員合同懇談会匠おいて、佐‘｛台代表幹事演説

第 8回常任委員会（訪中団帰国報告）

第 5回講演会（城野宏氏）

第 9回常任委員会（渡辺弥栄司氏）

第 6回講演会（ジエトロ ー佐々木痺久氏）

第10回常任委員会（野村総合研究所）

第 7回講演会( II ) 

3月16日 第11回常任委員会（報告とりまとめ）

（他('C6月10日オーエン・ラチモア教授との懇談匠代表幹事、大月座長出席）

2. 「中国問題匠関する中間報告」 (46.7.8)忙ついて

中国問題懇談会の本年度の活動を通じて特言したいことは 、7月 8日の幹事会匠おいて 、中国問題匠

関する中間報告「日中国交回復の道を求めて」を提出したことである。

この中間報告は、年度初め以来それまで匠開いた 5回の常任委員会、3回の訥演会での討議を経た段

階で、座長の手許で起草し、7月 7日の常任委員会で討議、了承を得た上、翌 8日の定例幹事会匠提出

された。中間報告は約 6千字、大別して、基本的取組態度、中国経済の評価と互恵共存の可能性、台湾

問題、現状匠おける中国との関係、日中親善の具体的展開の 6項目から成り 、「国際秩序の確立、アジ

アの平和促進のため匠は、中華人民共和国の国際社会への参加は喫緊の要請であるう。世界の与論の大

勢もそうであるし、わが国と同じく中華民国政府と複雑な関係を有するアメリカの対中国外交の基調も

変化の兆をみせつつある。われわれとしては、諸外国匠比較して特匠困難な経緯をもちつつも 、この世

界の風潮と歩みをともにすべきである。その努力の焦点は、まず窓口の開いている民間外交の糸口を地

道に堅実匠押し拡げて行くことであるう。政府間の交渉も双方とも匠、頗を追つて柔軟な弾力的態度を

もつて、国交回復のため匠積極的な努力を行うべき段階匠あると思われる。」とむすんでいる。

当時は、ニ クソソ訪中声明以前の時点であり 、中国問題のもつ性格から、とくに経済団体がこの問題

妃ついて何らかの意見発表を行うことがむずかしい時点であり 、それたけ忙この中間報告は中国問題匠
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対して、積極的かつ先見性のある発言を基調としたものであつた。

中間報告は、幹事会においても白熱の論議を生み、熱心な検討が行なわれた。今日からみて昔日の感

がある当時の情勢の中で、当然のことながら意見が分れ、積極的な内容を生かすため花は更に慎重な配

慮が必要とのことで、取扱いは代表幹事一任となり 、即日発表することは見送られた。

その一週間のち 、 7月16日、戦後の国際政治匠大きな波紋を生ぜ しめたニクソン米大統領の訪中声

明が発表された。

この情勢の急展閑を背景に、8月2日大阪で本会会員懇談会が開いた京阪神経済同友会夏季会員合同

懇談会がこの中間報告を生かす絶好の機会となつた。当日のテーマは「世界経済秩序づ くりへの参加」

であり 、第 1部中国問題への新しい対応、第2部国際協調の新しい次元、第 3部海外協力匠おける新た

な貢献の三分科会で討議されたが、第 1部において問題提起意見発表匠立つた佐治代表幹事は、その演

説「日中国交回復匠向かつて」の中で、中間報告の趣旨をとり入れ、これを敷術する意見発表を行なつ

た。

佐治演説は、(I)ニクソン訪中声明とい う新事態の評価、(2)新 しい世界惰勢への対応、(3)中国問題匠対

するわれわれの基本的態度、(4)中国経済の評価と互恵共存の可能性、(5)政府匠望む、(6)関西財界訪中 ミ

ッジョンの意義の六項目匠わたつている。

これは翌日の新聞紙上匠大き く報道され、大きな反牲を呼んだ。こと代中国の国連代表権支持と日中

正式国交の樹立という明確な態度と 、1紺西財界訪中ミッション編成への積極的な姿勢表明は、かねて関

西経済五団体首脳を中心匠関西財界で進められていた関西財界訪中団の実現を促進する一つの契機とな

つたといわれている。「中間報告」は佐‘（台演説を媒介として一つの役割を果したといえ よう。

関西財界訪中団は、山本、佐治両代表幹事をはじめ、五団体首脳で編成され、佐伯大阪商工会議所会

頭を団長K9月15日訪中、周恩来首相はじめ中国要人と懇談、友好親善匠大きな成果を収めて帰国した。

その後、関西財界訪中団メンバーを中心に京阪神財界首脳を加えて、「 中国問題懇話会 」が作られ、

関西財界ベースでの実践活動が進められている。 10月、国連総会は 76対 35の圧倒的な票差で中国の国

連復帰を可決した。

3. 中国経済の評価と互恵共存の可能性匠ついて

中国問題懇談会が年間活動を通じて重点をおいたのは、中国を知るための、とく匠中国経済を知るた

めの勉強であつた。これ姑全会員対象の講演会の形で行なわれ、こ のため匠、先に掲げた学者、専門家

を招いて講演をきいた。その内容は、中国問題懇談会通報匠まとめ配布 した。

われわれの中国経済の評価と互恵共存の可能性匠ついての見解は、佐治演説の通りであり 、この点陀

ついては、今日なお変らない。
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4,提案

中国問題懇談会は、中国問題が歴史尻残る劇的な展開をみせた46年度匠おいて、われわれ匠付託され

た期待の一半に応える活動がで きたと思う。

われわれは、中国問題が、こんごともわが国の将来にとつて大きな課題であり 、長期的な視野匠立つ

て、じつ くりと取組むべき問題であると考える。

更陀、こ んごの中国問題への取組匠あたつては、よ り実践的な行動と 、長期かつ充実 した研究機関匠

よるより深い研究か必要な段階に入つた と考える。幸匹 して、 関西財界訪中団が、わか国初の経済人匠

よる訪中団として訪中 し、 その後発足した中国問題懇話会を中心匠 、関西財界ペースでの実践行動が積

極的匠進められている。

われわれの提案したいのは、関西経済界全体のもの として、経済のみならず広 く中国を研究する槻関

を設ける ことである。歴史的匠も 、地理的匠も 、又経済的匠も 、中国との関係が深い関西経済匠とつて、

こんご中国問題匠取組むため匠は、たゞ情報を得るのみならず、十分な資料 ・情報の集積と、 それを分

析し判断する能力をもつ機関が必要だ と考える。関西匠は、それを実現するだけの、人的、文化的、経

済的な環境陀恵まれている。 この提案が、各方面匠前向き陀検討されることを期待する。
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近畿圏における大規模ニュータウン開発への提言

一昭和 46年度都市問題委員会報告一

昭和 47年 3月 21日

都市問題委員会

今後わが国が福祉国家を建設 していく 厄あたり、 その要となるのは都市問題である。

近時、都市化の進展は、予想を上廻る速度と対策の遅れ匠より 、住宅難、交通戦争、環境汚染等の問

題を発生させ、都市本来の機能を麻痺させるととも匹、いわゆる“住み匠 くさ汀てよる住民の不満をか

きたてている。

都市化は、今後も産業構造の高度化、脱工業化を通じて一層進展し、 将来、わが国人口の大半は都市

生活を営むこと が予想されるが、こ の都市問題の解決な くしては福祉国家の建設は期待しえないといえ

る。

都市問題委員会では、このような問題意識侭基づいて、本年度は「大都市周辺花おける ニュークウン

のあり方」をテーマとして選ぴ研究を続けてきたが、ここ 匠近畿大都市圏匹おける ニュークウン建設の

問題点と今後のあり方匠ついて取りまとめたので、以下の通り報告する。

研究会開催

6月24日 大都市周辺匠おける ニュータ ウンのあり方

坂本 二 郎氏

7月 7日 大都市周辺匠おけるニュークウンのあり方

東洋大学学長 磁村英 一 氏

7月 12日 鉄道新線を基軸とする新都市開発

経企庁総合開発局参事官 山東良文氏

1 0月27日 転換期の ニユーク ウン匠ついて

大阪府企業局建設第一課長今西祥郎氏

1 1月 10日 大都市周辺匠おけるニュークウンのあり方

日本住宅公団大阪支所宅地事業部長池田 睦治氏
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I 近畿圏におけるニュ ー タウン建設の必要性

近畿圏爬おいては、わが国最初の ニュークウンといわれる千里（昭和34~45年、人口 15万人） を

はじめ、泉北 （昭和40~50年、人口 19万人 ）ニュークウンの建設が行なわれ、 さらに現在、北摂、

西神、東播等にニュータウンの計画か進められている。

これらニュークウン出現の背景には、人口の大都市集中と世帯の細分化匠よる住宅需要圧力の増大、

さら匠大都市周辺の地価の上昇が、新しい住宅地を漸次郊外へ押出していつた事情があり 、このような

ことから都市の秩序ある発展を誘導する何らかの方策が要求されてきたわけである。

大量の住宅需要を充足し、所得水準の向上匠伴う居住環境の改善と、都市施設の整備を行なうため匠

は、計画的かつ大規模な町づ くりが望まれるとこるであり 、まさ陀千里ニユークウンは、その考え方侭

立脚 したニユータウ ンの嘴矢という ことができる。

新全国総合開発計画（て よれば、近畿の大阪、京都、神戸を中核とする大都市圏匠おいては、引続き人

口が増加し、昭和40年の 960万人（近畿大都市圏の市街地人口）から昭和60年たは 1,400万人と 、この

間約440万人の人口増加が予想されている。このような大幅な人口増匠よる住宅需要の増加を吸収しつ

つ、しかも現状の無秩序な都市の膨張を抑制し、すみにくい既存の都市環境から脱却して、快適な生活

環境を作りあげるため匠は 、都市内再開発などの手段と併せ程よく既存都市と距離をおいた地域に、大

規模なニユークウン建設が引続き行なわれなければならない。

II 近畿圏におけるニュークウン建設の問題点

(1) 適地確保と住宅の供給

ニユータウン建設匠際しての最大の課題は適地の確保である。新全国総合開発計画では、昭和60年

匠おける近畿大都市圏の 1,400万人を吸収する匠は、昭和40年匠比ぺ50千ヘククール増の 123千ヘク

タールの市街地面積が必要となるとしており 、また、近畿圏登備基本計画花 よれば、昭和 46~60年

度で約32千ヘク クールの宅地供給か必要としている。

このような宅地開発需要匠対して、現在北摂、西神、東播、琵琶湖東南部、丹波山城丘陵、阪奈和

丘陵地域などが開発候補地としてあげられており 、吻理的な意味での用地は十分存在 しているといえ

る。

かかる土地を快適な住宅地化するため匠は交通網の整備、水資源の確保など、いわゆる社会貸本の

整備、さら冗その前提としての土地の確保とが必要であるが、現状は必らずしも これらが円滑匠行な

われているとはいえない。

さら匠ニュークウン内匠建設される住宅匹ついても 、従来のニユークウンの例では年今、家族構成

なども同質化の傾向か強 く、 また住宅それ自体も団地的画一性匠陥つて心から親愛感をもてないなど、
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コミ＝ニテイの形成匠欠ける点があつた。コミュニテイ形成への指向も今後のニュークウンの課題で

あろう。

(2) 行財政 ・金融の円滑化

ニュークウンが複数の行政区域匠またがつている場合は、その建設の過程で各地方自治体の開発基

準が不統一、不明確である ことか障害侭なるほか、その後の住民生活匠おいても 、同一ニュークウン

内匠ありながら行政を異匠するこ とは大きな問題である。

また、 ニュークウン建設を進める場合匠 、地元市町村では公共 ・公益施設充実のため匠巨額の財政

需要が発生する侭もかかわらず、これ匹見合う収入匠タイムラグがあるため、多くはその負担に耐え

られないのが現状である。国及び府県の先行投資としての財政援助や起値、交付税その他の特別の財

政措置が強く望まれていると こるである。

一方、金融面匠おいても 、これらニユークウ ン建設匠必要な資金が円滑に供給されているとはいえ

ない現状匠あり 、このため匠は公的部門花 よる質的補完匠より 、民間部門の資金をより有効匠活用す

る方策が望まれている。

(3) 都市交通の腔備

近畿大都市圏匠ニュークウンを建設するための最大の問題は、中核都市とニュークウンをつなぐ交

通網の整備であり 、相当量の新線建設と既設線の輸送能力増強が必要匠なる。

しかし、現状をみると、鉄道はこれ らの建設尻伴なう膨大な資本費負担を運賃で賄うという独立採

算制を立前 としている匠もかかわらず、一方で公共料金の名の下に運賃を低位匠おさ えられているの

で、建設の インセンテイプが動らかない現状匠ある。

(4) 社会環境の整偏

これからのニュークウン建設において望まれることは、そこ匠良好な居住環境を用意 し、 地域住民

間の意思の疎通、社会的連帯感を醸成してコミユ ニテイを形成する ことである。

この点、現状のニュークウン建設匠おいては、住民の生活上の便益をはかるための物的施設の充実

匠は目が向けられているが、住民間の対話を進め コミュニテイを形成するための配慮匠は欠ける とこ

ろかあるといえる。

以上のごとく 、現状のニュークウン建設花は、既匠各方面で指摘されているよう匠様々な問題点が

あるが、これら諸問題を価値観の多様化 ・余暇の増大な ど今後の社会変化をふまえながら解決してい

くため匠は、職住近接を加味した大規模なニュークウ ン建設がどうしても必要となる。そこで、こう

した諸要件を充たす理想的なニュークウンを近畿圏匠建設していくため、次の提案を行ないたい。
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ll1 近畿圏匠おける大規模ニュークウン開発への提言

ー理想的なニュ ー タウン建設のための条件一—

l. 職住近接を指向 した大規模ニユークウン

今後の三ュークウン建設匠おいては極力自然を生かすととも匠、すぐれた都市環境を披備してよ

り健康で快適な生活が営まれるよう匠努めなければならない。従つて、ニユークウンは自然の中匠

複数の住宅街区を帯状匹配置したいわばリング ・ダウンともいうぺき形成をとり 、その性格も 、当

初はペッド ・クウンからスクートするとしても 、漸次適当な産莱などを併設 して職住近接の独立都

市としていくことを指向すぺきである。このため匠は、その人口密度を100人／ha程度匠とどめ、

計画人口も25万人以上の大規模なもの匠することが必要であり 、この場合計画面積はおおむね 3千

ヘククール以上の広大なものとなる。このような条件を満たす適地を京阪神匹求めるとすれば、都

心からおおむね 30~50Kmの域内匠求めざるをえない。具体的花は播磨丘陵、琵替湖東南部丘陵、

丹波山城丘陵お よび阪奈和丘陵など大規模な禾詞発地がその例としてあげられる。

2. 官民協力匠より効率的計画的命発

このような大規模プロジェクトを実現する匠は、国 ・地方公共団体の公共性匠裏づけされた行政

力と民間の企画力、資金などのエネルギーを結集することが必安となる。

具体的開発の仕方 としては、国・地方公共団体又は公的色彩の強い第三セククーなどが中心とな

つて、総合的基本計画を策定し、自らも用地取得、土地造成を行なうほか、域内幹線道路、公園、

上下水道などニュークウンの根幹となる公共施設の建設を担当することとし、民閲部門はその指導

と管理のもと匠これら匠部分的匠協力するととも匠、主と して住宅の建設やショ ッピング、レジャ

ー施設など、キメの細かい町づくりの部分を担当する。

なお、土地取得匠ついても 、基幹となるぺき地区匠ついて強力な買収措置を とるととも匠 、他匠

ついては買収のほか還元譲渡、信託方式など弾力的な措置をおり こみ、全体と して調和のとれた取

得方式を案出すぺき であろう。

また取得した土地の利用匠ついても 、将来にわたつて鍛適利用が確保できる よう 、単匠個々忙分

譲するのみでな く、例えばユーザー匠対する利用権貸与の方式などの検討を含め、土地の公共性陀

ねざした新しい土地利用のモデルを、gU造する配忍が望ましい。

3. 交通網の整備と水資源の有効利用

ニュータウン建設匠は交通網の整備と水資源の確保が必須条件である。まず、中核都市とニュー

クウンを結ふ＇交通磯関としては、鉄道の新設又は増設を図ることが必要であるが 、この建設投は開

発利益の一部遠元匠 よると しても、 主として関係府県の出資ない し援助及び国の思い切つた財政援

助花より 賄われるべきである。と く匠新緑匠ついては、これらの条件をふまえたうえ公的部門で建
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設し、オペレーションを民間に委託するか、あるいはこれを民間の採算花のる条件で長期分割譲渡を

はかるべきであろう。

一方、水資源1てついては先行投資花より広域的見地匠たつた開発を積極的匠進めることが必要であ

ることは勿論、ニユークウン内匠おいては、限られた水資源を有効匹活用するため、上水・下水のほ

か中水をつ くるなどの方法匠 より、下水の還元再利用を図ることも必要であろう。

4. コミユニテイ形成への配慮

珪想的な ニュークウンを目指すうえでは、今までより以上匠地域社会ない しコミュニテイ形成への

配慮が要請される。すぐれた地域社会ないしコ ミュニテイが成立する条件としては単匠物的施設の完

備をもつて全て とする ことではなく 、今後のニュークウン建設匠おいては少なくとも年令 ・職業 ・所

得など匠ついて適切な階層別入居者構成が保たれるよう 、住宅匠バラエテイを持たせ、かつ入居者を

階隅別匹選ぶことが必要である。また、居住者が将来家族構成や所得の変遷匠伴つてそれ匠ふさわし

い住居を求める場合に備えて、同一ニュークウン内で容易匠移り住むことができるよう 、住宅流通セ

ンクーをニユークウン内匠設置してその便匠供するほか、域内匠一定規模の開発余地を確保しておく

など 、開発主体としてもすぐれた地域社会ないしコミュニテイ形成のための条件整備匠十分意を注ぐ

ペきである。

5. むすび 近畿実験都市の建設

最後に以上の提言の内容を具体的に実現する手がかりとして、さき匠指摘した候補地の中から一つ

を選び、かつての東京オリンピックや万博事業に匹敵するナショナルプロ・；；ェク トとして近畿実験都

市を建設することを提案したい。それは、大規模ニュークウンの建設が総合的な企画力 と資金力を必

要とする大事業であり 、かつ、それゆえ匠ナショナルプロジェク トとして遂行する侭価する、真に福

祉国家建設の試金石であるからである。

このプロ、；；ェクトの規模は新線建設を含め概ね 7千憶円見当と推計されるが、日本経済の実力から

みて、この程度のことは十分可能なプロ、；；ェク トであろう。要は国民のエネルギーを ここ匠結集しう

るか否か匠かかつていると言ってよいのではなかろうか。
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（参 考 ）

近畿実験都市の建設投資額（概算）

〔前提〕 0規 模 面 積 3千ヘククール

人 ロ 25万人程度

住宅戸数 7 5千戸 (3.3 3人／戸）

0位 置 大阪から 30~5  OKm圏

0交 通 鉄軌道の新設 (40 Km) 

c試算〕 0用地費 300億円 (1,0 0 0円／元）

金利 123 II （ 300億円X8.2 %X 5年 ）

0造成費 9 0 0 II (3. 0 0 0円／元）

金利 1 4 7 II （ 900億円X8.2伶X2年）

。公共施設
整備費負担

5 4 0 II (4,000円／吋X3千ヘクク ールX0. 45※) 

0鉄軌道負担 4 0 5 " (3. 0 0 0円／元X3千ヘクク ールXO45※) 

小 計 2, 41 5億円(※ 0.4 5＝宅地比率）

設計管理
。その他経贅 4 8 3 II (2, 4 1 5億円X0. 2) 

用地伐計 2,898億円 (21, 5 0 0円／吋==.7 0, 9 0 0円／3.3吋＝宅地原価）

（含、公共負担）

0畠喜農 395億円

(2 0億円／kmX40km 

ー用地費上乗せ分405億）
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0住宅建設費 3. 9 4 0億円

低層住宅 40戸／haX 1, 0 0 0 ha= 4 0, 0 0 0戸

45,000円／吋X10 0吋／戸X40,000戸＝ 1,840億円

中高層住宅 100戸／haX 3 5 0 ha = 3 5, 0 0 0戸

60,000円／吋X100 m／戸X35,000戸

= 2,100億円

t
 

＝1-ロ合 7,233億円 （昭和 47年度GNP比率0.8% 
GNPは政府見通しによる ） 

（注） 学校 （建物 ）、商業施設な どの建設贄及び域内交通施設費は含まない。

C備 考〕 0万国博菟会投資額 5, 1 9 0億円

（ 
昭45年度） 

（土地代を含む） GNP比率

0. 7 % 

0東京オリンピック投資額 2,450億円

（ 
昭 39年度） 

（直接的経費のみ ） GNP比率

0. 8 % 

0千里ニュークウ ン投資額 1. ¥:J 4 0億円

〔
：3 4年度＝計） 

(1, 160ha、37千戸、住宅建設費を含む） 時GNP比率

1. 4 % 
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昭和46年度 国民生活委員会報告

昭和 47年 3月 21日

国民生活委員会

4 6年度国民生活委員会では、二つの問題をテーマにして調査活動を進めたが、最初の公害問題匠つ

いては、さる 46年 10月尻「環境改善を目ざ して」と題する報告を行なった。そして年度後半匠おい

て第 2テーマである急速に変化する社会忙おける人間のあり方匠ついて調査することと い 焦点を老人

問題と余暇の問題とに紋つて検討した。

今日の大勢と して、経済成長の結果得られた物質的な豊かさの上に立つて、真陀豊かな人間生活を求

めて高福祉社会という 目標が打ち出されて来ている。これは一つIfCは、人間は幼時から老境陀至るまで

匠与えられた時間と富を有効匠使つて如何陀生活を充実させるかという ことと考えられ、本委員会はこ

のような趣旨から、その中心的課題と して老人問題と余暇問題に焦点をおいた。

時間の制約から今回は問題の理解と整理陀重点を置いたが、以下はその調査結果である。

（注 ） これらの研究のため、本委員会では次の講師をお招きして有益な講演を聴取 した。記して感謝

の意を表する次第である。

4 6年12月20日 「老人問題の現状と将来」

ー とく匠企業の側からみて 一

東京女子大，学教授

4 7年 1月25日 「余暇とは何か」

京都大学人文科学研究所助教授

4 7年 2月21日 「週休 2日制と余暇利用」

NHK総合放送文化研究所

I 老 人 問題匠つ いて

1. 問類の所在

(!) 日本匠おける老令人口の増加

伊藤善 市 氏

多 田 道太郎 氏

藤竹 暁氏

わが国の 19 7 0年紅おける 65オ以上の老令者数は約73 0万人で総人口の7.l％を占め、

スウエーデン13. 1 % (1 9 6 7年）、フ ランス12. 6 % (I 9 6 8年 ）、イギリス 12.8 % 

(1 9 6 9年 ）と比べては未だ低いが、厚生省人口問題研究所の推計では、わが国では l9 8 5 
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年には約 1,1 5 0万人 (9.5%) 1 9 9 0年には 1,30 0万人で総人口に対 して10％を超え、

急速陀老令化が進むと予想されている。この老令化のスピードが非常匠速いことから種々の問題

が生ずる。

第1VCは、これらの老令者の物質的、精神的な豊かさをもった生活をどのよう匠砲保するかと

いうこと、第 2匠は、と〈に健康老年が急速忙増加していること、第 3には、その結果日本の社

会構造として老令化をどのよう匠受けとめるかということ等々である。

(2) 老人の経済的生活の問題

老人が増加するに伴い、その経済的基盤をどうして安定さすかがまず重要な問題であるが、現

在の実状は、（イ瓶家族化の進行尻伴い家族陀よる老人扶挫の衰退が進行し、（口形薄i革新の進展ゃ

年功序列型賃金の下において老人雇傭は困難な問題となり、さら忙、し、形！価上昇匠よる貯蓄の減

価は、老人層がもつとも貯蓄忙依存する層であるだけ匠問題は深刻である等々の事情によつて、

その経済生活は不安定となつている。

(3) 老人の保険

平均寿命は著し く伸びたが、年令階層別陀余命をみると、 6 5オ以上の伸びは、やや上向き加

減の横這い陀すぎない。

医療の進歩は著しいが、老人が死に直面している実状は依然として厳しく、そのため匠いわゆ

る老人病への研究が望ましい。また 47年度政府予算案や、一部の府県で実施されている老人医

療無料化の動きは今後も促進されようが、さら陀、寝たきり老人などへの介護、 リハピリテーシ

ヨンなどの充実が望まれている。

(4) 老人の生き甲斐の問題

老人の健庫、経済的基盤の確保と並んで重要なことは、・老人の精神生活の充実である。ところ

が、とく匠わが国においては、老人にとつては、（ィ汁士事から離れること妃よつて生き甲斐を喪失

するこ とが多く、（口該家族化の進行陀より家族との精神的なつながりも湖くなり、（，，ヽ洵5市のコ ミ

ユニティ不在の傾向は、老人花とつても地域社会との関係を薄く し、（二途遥も利用思想の末普及が

精神面の充実を阻害 していることも見逃せない。

これらのことが老人の孤独感、疎外感を生む要因となつているのである。

2. 解決のための問題点

老人問題を解決して行くためには、老人自身の努力（特妬若い時からの努力 ）匠負う所が多いが、

社会の保障の問題あるいは福祉政策の問題として、行政の面で打つぺき対策も多々あり、同時に、

企業、家族あるいは一般社会を含めて、国民のすぺてがより豊かな人間生活を晩年に至るまで全

うするこ とができるよう考慮すぺきものも多い。
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（l) 保健制度、年金制度の充実

老人医療を無料化する動きは現実花進みつつあり、癌や悩卒中など老人病の研究も進みつつあ

るが、なお、看護 ・リ＾ ピリテーシヨンなどの面で不足が言われており、老人の経済生活を支え

る年金制度も、先進諸国に比 し国民所得陀対する負担割合はなお低く、 制度の改善忙よって給付

率の向上をはかるなど、老人の経済生活の向上のため、一層の充実の望まれるところである。こ

のため忙は、政府も国民もある程度の負担増は覚悟しなければならない。

(2) 住宅離の解決

一般の住宅不足が言われている時、老人の住宅問題は一層深刻である。これ匠は、老人ホーム

のような施設の充実か、居宅の充実かが問題とされているが、居宅を中心と しても、老人用居宅

匠は一層の工夫と充実が望まれ、また老人ホームなども、わが国ではなじみ難い一面はあるが、

たとえば、ニュータウ ンのような街づ くり匠当つて、単に住居を提供するという観点を超えて地

域全体匠おける老人のための住居、諸福祉施設を含んだ新しい老人センター的地区を設置し、も

つと明るいものとして充実と普及が必要であろう。また老人用住宅花は税制面あるいは家賃の低

減といった経済的匠一舟tより優遇する措置を考えることも必要である。

(3) 老年開発の重妥性

社会福祉政策的見地から老人問題を考えるだけでなく 、より積極的に老人自身が働くための老

年開発が重要である。今日、若年労働力の不足が表面化しており、労働力としての側面と同時に、

豊富な経験をもつ老人の生き甲斐の問題として、さら陀社会的な労働配分の視角から、年令層

に応じた適職を設定するなど、広く社会全体の立場から十分考えなければならないことであ

る。

とるぺき対策としては

（イ） 定年制の延長あるいは定年後の再雇傭の拡大

（口） 老人への適職の調査、情報収集、就職あつ旋機関の充実

（^） 企業の老人雇傭マイン ドの醸成

（⇒ 職業訓練機関の充実
などである。とく匠企業の中で老人を評価する雰囲気あるいは仕組みを作る必要がある。

(4) 孤独感、無為感の克服

物質生活が充足されたとしても、老人は社会陀とつて有用であり、結びつきがある という仕組

みになっていないと孤独感匠陥いる。

そこで老人と家族、地域社会との関係と く陀コミ ユニティ匠おける老人の活動の場を再検討す

るなど、老人評価の仕組みを考えるぺきであり、若い力を活用するという方向と同時に、老人の
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有用な役割もまた考え出すぺきである。

また、老人が仕事から離れた時、趣味、運動、文化活動や社会的な事業など仕事以外に余暇を

有効に活用して、そこに生き甲斐を感じとる ように考えるべきである。

Il 余暇問題忙つい て

1. 問題の所在

経済の成長に伴い、余暇利用の問題は、先進諸国と同様、わが国でも一つの国民的課題となって

来ている。

(!) 余暇活動の諸条件の成熟

著しい経済成長の結果、（イ）労働時間が短縮され、余暇時間が増大するばかり でなく、所定の労

働時間であっても、時間配分をうまく行なつて休日を増や し、 週休 2日制に移行する傾向が進行

しつつある こと、（口）国民所得が増加した結果、余暇活動に相当の支出を行ない得るようになった

こと、し透交通、情報通信機関の発達、国土開発の進展、技術の進歩など忙よつて、余暇活動の行

動半径も広 く、 移動も多 くなり、活動の機会が著しく 増加 したこと。

など、国民の余暇活動を活発化する諸条件が、急速忙充実されて来た。

(2) 余暇問題の側面

余暇問題は、国民的課題となっているが、これを各層の問題としてみると、なかんず くH)学生

および勤労青少年について、と く匠この時代が人間成長の修業期間として重大な時期であるだけ

に青少年の人づくりの問題として （口）仕事から離れた老人の生き甲斐の問題として、し琵さら匠、

労働の高度化匠 よる緊張の緩和のための労働問題と して、特別に重要な課題となつている。

2. 解決のための問題点

(!)個性ある レジャー 余暇陀ついての新しい考え方の普及

週休 2日制の普及など休日の増加は、今日、どのような速度で実施するかで論議を呼んでいる

ものの、世界的な大勢としては、休日増加の傾向を否定することはできない。とすると、 1日の

余暇時間もさる ことながら、休日と してのまとまつた余暇時間の増大にわれわれは真剣忙対処し

なければならない。

その場合、一方でマスレジャーと言われる余暇活動はますます盛ん匠なり、旅行エージェント

なども産業と してますます発達するであろう し、 選択できる余暇活動は著しく多様化の傾向をた

どり、余暇忙関する情報も複雑多量となるであろう。

その時、国民の個人個人が、余暇時間をマス レジャ ーに押 し流される ことなく、 どのように個

性的陀活用するかは人間としての価値を高め、生き甲斐を持続し得るかどうかの重大な分岐点で
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あり、余暇の問題の最大ボイントは、 ここ忙尽きるものであろう。

この際、すでに週休2日制を実施している内外の実例匠ついて、余暇利用の実態調査をするこ

となども一つの参考となろう。

(2) 国土の総合利用自然保護と余暇施設の充実

余暇の増大と余暇活動の商度化、多様化は、余暇施設の不足を表面化する。しかし一方で今日

の都市の過密化、交通戦争といわれる社会現象のもとでは、特花自然を求める要望も強くなって

くるので、人間と自然とのふれ合いを維持するため、山野、森林、河川、海岸などの自然の保護

のための国土利用の総合計画の確立が急務である。そして併行して宿泊施設や道路、スポーツ、

芸能文化などの諸施設の充実も必要であって、これなくしては、いわゆるレジャーの暴走となつ

て、無秩序匠国土を破壊し、モラルを低下させ、安全性すら問題となる現象が起る。

このため国は、レジャー産業の育成を含めた余暇行政の確立を急がねばならない。

(3) 企業の支援

今日の日本では、企業が余暇活動施設を従業員のために整備し、また文化、運動のクラプ活動

を支援する例は極めて多い。 一つには公共施設が不足し、公共活動またはコミュニテイ活動とし

ての余暇活動が不足しているからでもあるが、余暇活動がますます活発となり、企業が人間成長

の場であるとの認識が高まるにつれて、企業の余暇活動支援の姿勢は更に強く要請される ことに

なろうし、その内容に関しても、企業のもつ指導責任は大きい。時代の変化忙即応した支援が必

要である。

(4) コミュニテイの余暇活動

国の余暇行政、企業の支援のほかに、コミュニテイの余暇活動も重要な意味をもつ。

余暇活動には、労働からの解放、また労働力の再生産という重要な意味があるが、そのために

は、住居地区陀おける コミュニテイの余暇活動も将来重要な方向の一つとなる であろう。 これに

は市町村行政も重要なかかわり合いがある。

(5) 教育の重要性

青少年問題として余暇利用の問題がある ことは前記のとおりだが、このほか陀、壮年および老

人の問題として、言いかえれば人間の一生の問題と して余暇利用問題がある。そして、 これらは

青少年期における教育の中で、本来人間の生き方の問題として指導し育成すさき内容のものであ

り、しかも単匠学校教育だけでな く家庭教育、社会教育として広く問題の解決に当るぺきである。

III 高福祉社会匠おける生活の充実のために

以上、 老人問題にせよ余暇問題忙せよ、それぞれ個人の問題として、個人個人が真剣に対処すぺ

きものではあるが、同時忙既に社会的なものであつて、 国、地方公共団体の行政レベルで解決しな
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ければならない問題ともなつている。と く忙今後のわが国の高度文明社会忙おける国際的立場を考

え、また国際的要請のあることを考える時、先進諸国に共通する基本的な視点として、 すでに常識

化しつつある福祉社会の諸条件を満足させるよ うな適切な努力を行なう こと によつて、わが国の立

場が強化されて来ることにもなる。

これらの観点から、企業と してこの問題を考える場合、次の諸点に留意する必要がある。

(!) 長期ヴイジョ ンを確立して、国土の総合開発、福祉施設の充実などについて官民の分割分担を

明確に し、民間も積極的匠役割を果すべきである。

(2) 今後の高福祉社会妬あつて、老人問題、余暇問題のいずれも、企業経営に深刻な課題を投げかけ

るものであり、経営に携わるものは認識を新たに して、これに対処しなければならない。

(3) 企業経営の側面からみれば、老人問題については、定年延長、老人雇傭の促進、老年開発など、

余暇問題については、余暇活動施設の拡充、休暇の与え方、従業員余暇活動への支援など積極的

な施策の確立が望まれる。

これらの問題をどのよう匠解決 し、 具体化して行くかは、社会の動向を見極めつつ、今後の研

究にまたなければならない。

以上

昭和46年度 企業経営委員会報告

昭和 4 7年 3月 2 l日

企業経営委員会

本年度当委員会は、効率と衡平の理念の具体的実践を指針として、主と して「新時代匠処する企業経

営理念」のあり方匠ついて調査研究を行なった。

内外の変動する政治 ・経済 ・社会情勢の中にあって、新しい企業経営の志向すべき方向 ・行動指針を

模索するため、各方面の権威の意見を聞き、討論の機会を持つべ く次のとおり研究会を開催した。

又8月匠は大会提言起草の参考とすぺく調査企画部会と共同で、今日の企業経営が直面する①国際化

問函②公害問題③コンシユーマリズムの諸問題匠ついて、全会員対象のア ンケート による意識調査を実

施した （調査結果は別紙のとおり。）
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これ迄の調査研究の結果の概要は後述のとおりであるが、何分忙も客観情勢の変動が著しく、 新時代

の企業経営理念と して提言をまとめる迄匠は至らなかった。

従つて本件については、次年度企業経営委員会で引き続き研究調査をお願いすること としたい。

研究会開催

6月 l6日 社会の進歩と企業責任

東京大学助教授 富永健 一 氏

7月 16日 新しい時代匠おける経営理念の展開

大阪大学教授 高田 器氏

8月10日 7 0年代の日本経済の問題点

一 行政機能と民闇機能の役割分担について 一

大阪大学教授 木 下 和夫氏

9月17日 世界の動きと日本経済の進路

日本経済新聞論説委員長 武 山 泰雄氏

1. 昨年末になつて決つた円の大巾切上げもあって、景気の全般的且つ長期的停滞が懸念される中で、

外匠あっては公正な競争条件匠よる貿易 ・自由化の促進を厳しく追られ、内にあつては公害規制の急

進展 ・コンシューマ リズムの高まり忙直面して、今日の経営環境は戦後で最も厳しい状況にある。 し

かも内外経済清勢の激変の影蓉もあって、「経済成長から福祉優先へ」が合言葉となり、 「福祉」と

は何か、その志向するところは何かが十分論議されないままに各方面から福祉増進のかけ声が起こっ

ている。

しかし、健全な経済成長な くして福祉増進が空念仏に終わるこ とは自明であり、自由主義を基調と

する我国匠あつては、企業の調和ある発展な くして経済成長が期待できないこ とも論をまたない。

この意味において我々経営者と しても内外の状況変化を踏まえて、今一度原点妬立戻つて現代社会

妬果たすべき企業の存在意義を再確認し、確固たる経営理念、行動指針の下に、新たなる発展方策を

考えることが大きな課題となつてきた。

2. 先頃の通貨調整、対米繊維輸出規制忙関する交渉の経過やOPEC等椋料資源諸国の動きをみても

わかるよう匠、拡大した我国経済の維持発展を図るため妬は先進国、発展途上国を問わず、今後は国

際協調が経済運営や企業行動の基本的命題となってきたことが痛感される。又、社会主義諸国との経

済交流の拡大と安定をいか忙図つてゆくかも大きな課題であろう 。

企業と しては相手国の市場条件或は進出国企業の立場を十分考慮して、長期的観点から輸出（ 市場

の多角化を含む ）なり投資を行ない、共存共栄の精神で臨むことが是非とも必要と思われる。
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3. 国際協調忙関連して、 国内の産業調整にも真剣に取組み、発展途上国に対し譲るぺきものは譲り、

又先進国企業の我国市場への進出にも広く門戸を開放する度量と勇断が必要な時期にきていると思

われる。

又、経済協力に政府ベースの援助の比重を高めること及び真に協力の実をあげるため、発展途上

国の開発プ ロジェク トに企画の段階から参画協力して長期的視野からその国の利益を図る ことが是

非とも必要である。

4. 経済成長と福祉の増進が、両立しえないものであるかの如き論議が横行しているが、これは従来

の経済成長 ・企業経営の下で国民生活に対する配慮が必らずしも十分でなかったことの反省として

は十分受け とめる必要があるし、企業と しても公害や消黄者運動等によつて提起された問題忙つい

てはその要求が合理的である限り、十分応えてゆくだけの用意が必要であろう。

しかし、この問題を長期的観点から考えると、対外不均衡を国民福祉の増進、社会資本の充実を

通じて均衡させ経済発展と福祉向上の調和策を見出 してゆくことがその基本であるはずであり、社

会体制や国民の要求が今後いかに変わろう とも不変であると信ずる。

問題は今日国民生活が相当豊かになり、物質欠乏時代のように経済成長匠よる所得の上昇、即、

福祉の向上との国民的合意が得難くなり、又所得水準の上昇による欲求の多様化が顕著忙なつて、

今後はかかる単一の図式での合意はもはゃ期待できないこと匠ある。

更に特徴的なことは我々が追及すぺき「福祉」そのもの匠ついても、人匠よつて精神面又は物質

面をより強調し、或は生活環境 ・職場環境更には自然礫境そのものをより重視する といった状況に

あり、今後とも全国民的な合意の成立は期待 し難いように思われる。

我々経営者としても今後の論議の展開を通じて、企業の立場から福祉の向上に対する国民の要請

i疋応えるぺき最大公約数を見出してゆくことが大きな課題であろう。この場合過疎過密の解消、住

宅事情及び生活環境の改善向上、第三次産業のあり方等は検討の主要なボイン トであると考える。

5. 国民福祉向上との関連で、今日企業が最も対応を迫られている公害問題妬関する経営者の意識に

は、ここ数年の間陀著しい変化が認められる。

一昨年の所謂公害国会匠はじまる法令 ・条例の規制強化、公害訴訟の判決にみられる企業責任の

追及の厳しさ等がその背景匠あるとはいえ、アンケート 調査匠よれば、法令の排出規制を守るだけ

では不十分であり、地域住民との積極的な話合の中で公害問題を解決してゆこうとする意見が定着

してきたと思われるし、更に、複合汚染尻ついてもかなり前向き匠対処してゆこうとする態度がう

かがわれる。

かかる経営者の姿勢が、公害問題の解決促進により有効陀働 くよう に外部諸条件を整えJレール作

りをすることが、当面検討されるぺき大きな課題となろう。
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企業としては、公害問匙や消費者運動によつて得た頁重な経験を生かし、将来の経営環境の変化

や消採者の意識の動向を見越して、予想される事態を経営の与件として先取りしてゆく態度がます

ます必要匠なつてきたと考える。

6. 今日の不況長期化の原因は、従来のものと根本的に異なり、 しかも仮に景気が回復した場合にも、

もはや 60年代のような高度成長を期待することはできず、経済成長率は相当鈍化することが予想

される。

又、福祉向上の要求増大もあつて、経済成長の担い手と しての財政の比重が高まレ、ハプ リッ ク

セクタ ーの役割が拡大されるなど、所謂財政主導型 ・公共投資依存型の経済陀変つてゆくものと思

われる。加えて、内外の諸要請忙応えるため忙は、景気回復の姿も成長俊先、生産や輸出偏重的な

在来型のものであってはならず、産業構造の転換、望ま しい官民協調経済のあり方等長期的ピジョ

ンの下忙経済運営を図つてゆ くことが不可欠の前提であるう。

従つて企業側の不況対策も、今迄とは全く異なつた観点から進めることが必要であり、安定成長

と国際競争に耐え抜けるような体質にするための抜本的改善策をあらゆる面から早急陀実施すると

共に今後の設備投資ゃ雇用賃金問題等にもこれら外部条件の変化を踏まえた慎重な態度が肝要であ

ろう。

この掲合、わが国企業の過当競争的体質を厳しく反省し、健全な競争秩序を確立すぺ（経営姿勢

を改めてゆ くことも必要であろう。又当面の不況乗り切りに重点を置くの余り、安易な行政指導や

業界協調に走ることは、問匙を一時的に糊塗 し解決を先匠引延ばす陀すぎない恐れがあり、長期的

な観点から対処する思慮ある行動が望まれる。

7. 以上のことを前提と して今後の企栄経営理念を考える場合vc、以下の諸点は、企業が現代匠おい

て、その存在意義を主張する勘合の根本と して特に念頭匠置 くぺきであると考える。

7-1 信用の重視

信用の重視は時代を問わず企業経営の根本であつて、事実大多数の企業は「信用を重んず

る」ことをその経営理念としてきた。

しかし、今日企業は内外から信を問われ、その経営姿勢陀起因する諸問題につき緊張関係

の緩和を追られている。その根本原因は、生産水準が低く、社会の諸関係が比較的単純であ

つた時代の在ま、経営燦境の変化に対応して「信用」に対する考え方を進歩発展させ、経営

姿勢を意識的匠改める努力を怠つたところ妬あると思う。

我々経営志けこの点を卒直に反省し、今後は企業の固かれた立勘及び内外の諸要請を十分

考応して、 読？改の深い節度ある行動をとること匠より、新たなる緊張関係を惹起しないよう

陀努力することはもとより、既存の緊張関係忙ついては、社会との十分な対話の中で衡平(J_)
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見地からその解消に努め、失なわれた企業の信用を回復しなければならない。

これが現代における真に「信用を重視」する経営態度であり、国民経済の発展と福祉向上

の要請に応える基本方策であると考える。

7-2 創造性の昂揚

我々は、永年の間、専 ら欧米先進国を範とし、 経済的発展こそが国民の生活水準を高め、

福祉を増進する道である と信じ行動 してきた。

しか し、先進諸国からの技術導入、豊富勤勉な労働力等の恵まれた諸条件がいずれも伊消

し、世界経済の中で大きな地歩を占めるよう忙なつた今日、国民の諸要求に応え福祉社会実

現のため忙は、今迄わが国が最も不得手としてきた創造性の昂揚に真剣に取組み、高度生産

社会の建設を目指すことが大きな課題となってきた。その核心は、技術革新の強力な推進を

主体とする経営革新によつて、国民の諸要請忙適合しうる新しい商品やサービスを創造して

ゆくこと 匠あり、経営者と しては「自ら新しいものを生み出 してゆく力」 を備えた企業にど

うしたらなれるかを最も重点的に考えるべきであろう。 この見地から従業員 1人1人の創造

力を高め創造性の豊かな企業忙する ことが、我 経々営者に課された最大の課題であり、現代

の社会が求める企業像にも一致すると信ずる。

7-3 人材育成の徹底

「企業は人なり」とは古 くから言われてきたことであるが、現代の企業は、改めて企業の

中における人間の問題を取上げ、将来の企業が求め社会が求める人材の育成陀真剣忙取組ま

ねばならない。

工業化社会から情報化社会への転換期匠当たり将来の企業の必~長

期育成計画を樹立して職能別、階層別に夫々従業員が自己の実力忙自信をもち、モラールを

高めるような新しい教育訓練の方法を大担匠採用してゆくことが必要である。

人材育成が真の効果をあげるためには、従業員忙対する血の通つた愛情のある人事管理が

必要であると ともに、労使関係の安定は不可欠の要素である。

現下の経済情勢から して、今後の労使関係はかなり難か しい局面が出て くると思われるが、

労働組合の 25年間の成長を信じ、経済的要求、労働時間、安全、職場環境の問題等、 何に

よらず日頃から労働組合をよきパートナーとして、 積極的lrc.接触を図り、お互忙力の対決に

ょらず理性忙基づく協議により、相互信頼の下で解決してゆ く姿勢が特陀肝要であると考え

る。
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新時代に処する企業経営理念
（企業経営委員会 ）

企業の使令（直接責任） 企業の対応 企業の対応 経営理念

ー企業の存立と繁栄のために ー経済成長と福袖祠上の調和のために ー拡大した社会的資任達成のために

1. 適正利澗の確保 1. 国際 レベ ルでの問題 ① 公正競争、貿易の多角化 ① 信用の重視

① 株主に対する責任 ① 国際分業 （先進国、 発展途上国 ） ② 自由化の推進

② 拡大再生産 ② 経済開発の促進 （発展途上国） ③ 発展途上国の経済開発への参画 ②創造性の昂揚

③ 技術革新 ④ 社会 ・消費者匠対する十分の配慮

2. 国家レペルの問題 ⑤ 地域開発への寄与 ③ 人 材育成の徹底

2. 製品 ・サービスの効率的な提供 ① 内外経済均衡の達成 ⑥ 付加価値の増大

① 消費者匠対する責任 ② 工業化社会か ら祥報化社会へ ⑦ 新 しい製品 ・サービスの提供

⑪ 良質なものを適正価格で ③ 公共投資主導型経済へ ＠ 技術革新の推進強化

◎ 消費者の安全の確保 ④ 国民福祉の増進 (GNW重視 ） ◎ 生産性の向上

② 国民経済への寄与 ④ 社会資本の充実 ◎ 従業員の創造力開発

＠ 自然環境の保護 ⑧ 公害源の撲滅

3. 従業員の福祉増進 ◎ 生活環境の改善向上

① 労働条件の改善向上 ＠ 消費者の保護

② 労使関係の安定 ⑤ 高度生産社会の建設

① 産業調整の推進

4. 地域社会 ・国際社会への寄与 ◎ 流通経路の改善

① 地域社会 との協調とその繁栄 ⑥ 資源の安定確保

② 国際的活動の積極化

3. 地域社会レベルの問題

① 公害規制の強化

② 過疎過密の解消

③ 都市の再開発
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勺企業経営の実錢方策に関するアンケート”

調査結果の概要

昭和 47年 3月2I日

調査企画部会

企 業経営委員会

内外の政治 ・経済 ・社会情勢が激動する中で、不況の長期化が予想される今日、企業としても安定経済

成長の下で内外からの増大してやまない多種多様の諸要請忙応え、その成長発展を図るために、新た

なる経営理念を確立し、その行動指針を明確匠することがいよいよ重要忙なつてきた。

そこで、当面の主要な問題として①国際化問題②公害問題及び③コンシユーマ リズム忙ついて、アンケ

ート方式により各企業の対処策の方向尻ついて調査を実施した。

折しも実施時期は米国のニクソ ン大統領の新経済政策発表直後忙当たり、大方の予想以上の大巾な円切

上げが決定した今日時点では若干の意見修正も考えられるが、新時代の本格的幕明けともいうべき通貨

変動の初期段階の意識調査として参考になると思われるので、その結果の概要を報告する。

（会員数56 0、回答数 18 0、回答率 32 %) 

（備考）

上記実施のアンケート作成時匠は、ニクソン大統領の新経済政策の発表は予期されていなかつたこ

とを付記する。

又、回答は必ずしも 1問1答でない為揚合によつては10 0％をこえることもある。

〔I〕 国際化問題について

Q 1 オーダリーマーケテイング、輸出秩序の稚持ということがいわれていますが、次のとの意見を支

持されますか。

項 目 件数 ％ 

A 自由貿易の原理からいつてオーダリーマーケテイングの論理はおかしい。
4 2 

いかなる対策もいらない。

B 自由貿易の原理は当然であるが、わが国の輸出が伸び、各国の非難が大
72 40 

きすぎるため、何らかの一時的な調整は必要と思う。

C わが国経済の長期的発展のため：ては、オーダリーマーケテイングの論理
103 5 7 

を取り入れていくことが必要である。

焦 回 笠ロ I 
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Q2 オーダリーマーケテイングを具体的に行なうとしたら次のとの対策がよいとお考えですか。

項 目 件数 ％ 

A 政府の輸出振興政策をやるだけでよい。 6 3 

B 輸出価格を上げる。

1. 各企業がそれぞれ匠 22 1 2 

2. 業界の自主規制花より 7 8 43 

3. 政府の指導忙より 1 5 8 

C 輸出市場の転換、多角化を考える。 8 6 48 

無 回 答 4 2 

Q3 米国、拡大EC~ 社会主議圏等の世界経済のブロック化傾向に対い日本はとう対処すべきでしようか。

項 目 件数 ％ 

A 大平洋経済圏を結成 し対抗すぺきである。 1 4 8 

B プロック化忙反対しグローバ リズム（全世界忙わたる自由貿易 ）の推進
128 7 1 

役となるぺきである。

C 多国籍企業として各プロック忙拠点を設け各プ ロック内で活動していく。 41 23 

無 回 答 1 

Q4 輸入の自由化についてはとのようにお考えですか。

項 目 件数 ％ 

A 現状で充分である。 6 3 

B 全面自由化をめざ し、もつと積極的匠対処すべきである。 11 7 6 5 

C 輸入自由化だけでは不充分。ジャパンラウ ンドを提唱し、 関税引下げ匠
5 6 3 1 

努力すべきである。

無 回 答 1 

Q5 資本の自由化についてはとのようにお考えですか。

項 目 件数 ％ 

A 日本として 50対 50の原則は必要である。 I I 0 6 1 

B 5 0 96原則匠は反対。外資10 0％を原則とすべきだ。

1. ただし新設企業匠限る。 4 4! 24 

2. 既存企業妬まで認める。 33 1 8 

無 回 笠仁コ 2 

Q6 低開発国援助についてとのようにお考えですか。

C基本的な考え方

項 目 件数 ％ 

A 経済協力を重点に行なう。 108 6 0 
B 協力よりも特恵の拡大の方が重要である。かが国の産業構造の転換をは

かり、開発途上国妬席をわかつべきである。 6 8 38 

無 回 笠にコ 5 3 
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（経済協力の規模尻ついて）

項 目 件数 ％ 

A 経済協力は現状で充分である．その余裕があれば、国内の社会資本、社
38 21 

会保障等匠重点をお くぺきだ。

B GNP 1％は国際的約束である。早期陀その履行をめざすぺきである。 9 6 53 

C 日本の経済力からみてGNP151りでは不充分である。もつと高い目標を
3 9 22 

かかげ積極的妃行なうぺきである。

無 回 答 7 4 

〔II〕 公害問題忙つい て

Q l 現行の各種公害の排出基準について、経営者の立場からとうお考えになりますか、下記一覧表に

技術的及び経済的両面からみてそれぞ利イ）、（口）、（ハk（二）の記号で御記入下さい。（省略）

A)技術的匠 みて

（イ）困難で ある

（口） ほぼ 目途がついてい る

（吋現行の技術 で十分である。

仁）自社匠は関係ない

B)経済的 匠み て

（イ）非常に厳しい

（口）かなり厳 しい

（ハ）厳しくない

大
公害の種類 技術的に み て 経済的尻み て

いおう酸化物
気
ばい煙 ば いじん

汚
有 害物質

染
粉 じ ん

水 健康有害物質 （重金属その他）
質
汚 その他の水種規則
染

騒音 騒 音

悪臭 悪 臭

Q2 Q 1のA)又はB)のいすれかについて(:1)とお答えの方のみお答え下さい。

その場合次のいずれの方策を選ばれますか。

Q, 1 A) （イ）の場合 （技術的にみて困難である ）

項 目 件数 ％ 

（イ） 新しい技術が開発される迄は守れなくでも己むを得ない． 3 2 

（口）基準として定められた以上、 最大限の努力を払つて自社で技術開発に努，
23 13 

力する。

（ハ） 業界又は関係企業妃呼びかけて共同で技術開発に努める。 1 5 8 

無 回 笠に 143 79 
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Q 1 B) （イ）の規合 （経済的尻みて非常に厳しい ）
・ T̂  白”.. 目 件数 %8 

（イ） 政府の財政措置がなければ実施できない。 15 8 

（口） 製品価格引上げ尻頼らざるを得ない。 14 8 

（ハ） 自社の経営努力で何とか実施可能である。 14 8 

無 回 笠Eコ＇ l 40 7 8 

Q3 公害問題を円滑に解決してゆ くために地域住民の理解を1辱る方法として次のいすれの方法がよい

とお考えですか。

項 目 件 数 ％ 

(A) 規制規準を守つていることを住民vc知らせれば十分である。
（住民を説得するのは政府又は自治体の責任である。 ） 1 9 11 

(B) 日頃から住民妬自社の公害防止に対する考え方を説明して理解を得るよ う

陀努める。 82 46 

(C) 企業、自治体、住民の代表等で話合の場を構成し、その楊を通じて理解を

求める。 6 5 36 

無 回 笠にコ 1 6 ， 
Q4 公害発生企業の故意過失又は被害者との間の因果関係が明確でない公害被害（公害と被害の因果

関係はある） について、企業としてはとういう態度をとるべきでしようか。

項 目 件数 ％ 

（心 企業としては、法令上の排出規制を守つている限り社会的責任としてもか 33 18 
かる被害の救済迄考える必要はない。

(B) 企業の社会的責任として、かかる被害も放置すぺきではな く、何らかの救
済の方途を考えるぺきである。その場合救済対象の範囲及び実施方法は次 122 68 
のいずれが適当で しようか。

無 回 笠にコ 26 14 

1)救済対象の範囲は

項 目 件数 I%

：： ：：：万：；j：尻一部立法済）1 ［ I ::  
2)救済の実施方法

項 目 件数 ％ 

A)公害発生也域の企業がケースバイケ ースで共同で負担する。 l 8 I 0 

B)ケースバイケースで企業と政府 ・自治体の共同負担とする。 54 30 

C)基金又は保険尻よる方法がよ＼へ。

この場合その負担は

H) 公害発生企業でやるぺきだ 1 2 7 

（口）全企業が応分の負担をする。 3 2 

（へ） 政府 ・自治体及び企業の共同負担とする。 5 4 30 

無 回 零にコ 45 25 
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Q5 公害防止の規制基準のあり方について、次のそれぞれについて、とのようにや考えでしようか。

l)規制基準について

項 目 件数 I% 

A)発生瀕毎の排出規制でよい（現行法方式）

B)排出絶対鼠規制でやるべきである （一部自治体で採用）

無回答

79 

83 

1 9 

44 

4 6 

11 

2)環境基準の達成方法陀ついて

各地域の汚染度尻差がありますから、各自治体の規制陀差があるのは当然ですが、規制尻関

する長期的なクイムスケジュールがないまま尻、次 匠々規制基準が変更される こと 尻ついて

どうお考えで しよ うか。

項 目 件数 ％ 

A)タイムスケジュールを作るのは難 しいので、随時規制が強化される

のはやむを得ない。 ， 5 
B)政府及び自治体が適正な規制強化のタ イムスケジユールを示すべき

である。 57 32 

C)経済界として、自治体と協議の場を持ち、段階を追つた規制強化と
104 58 

なるよう匠すべきである。

無 回 笠にコ 1 2 7 

3)規制基準尻対する態度

項 目 件数 ％ 
~ 

A)基準を守るだけで十分である 1 0 6 

B)基準は最低線であって、それ以上尻絶えず努力する （自社限り）。 5 0 28 

C)自社だけで努力するだけでなく 、複合汚染陀ついても地域問係企業
103 5 7 

匠呼びかけて全体として公害を減少させるよう努力したい。

無 回 笠ロ 1 8 1 0 

Q€ 公害防止費用負担を競争原理と調和させる方法として次のいすれがよいとお考えですか。

項 目 件数 7O0 / 

A)規制基準に違反したり、違反しな くて も第三者匠損害を与えれば、

公法上、 私法上の制裁を受けるのであるから、従来どおりのやり方 68 38 

でよい。

B)全公害匠ついて規制項目毎匠排出度合尻応じて評価 ンヽステムを作り、

たとえば総合公害防除率を公表して社会的匠評価されるよう尻する 44 24 

のがよい。

C)正直者がバカをみるのは困るので、業界又は地域の企業相互で規制

の遵守匠ついて相互尻チェックする・ンステムを作る必要がある。 60 33 

（技術や経営上の機密を犯さない方法で ）

無 回 笠ロ 1 1 6 
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Q7 公害問題その他企業に関するマスコミの報道について最も痛感しておられることは次のいずれで

しようか。

項 目 件数 ％ 

A)マスコミ妬対する日常のPRやバプリジテイ活動の不足を感ずる。 38 2 I 

B)マスコミが特定の立場から偏つた報道をする傾向が強い。 7 1 3 9 

C)十分事実を掌握しないで記事匠する堀合が多い。 72 40 

D)不正確又は誤った報道をされた場合匠その事実を指摘しても余り取 ， 5 
り上げてくれない。

E)訂正記事の取扱いが、当初の報道匠比べて不公平である。 1 2 7 

無 回 笠にコ I 7 ， 

〔III〕 コンシ ユ ーマリズ ム忙ついて

Ql 最近のわが国における消費者運動の背景には次のいすれが最も大きな要因と考えられますか。

項 目 件数 彩

A 行政の不備妬よるものであり、政府匠責任がある。 29 1 6 

B 消賀者の理解不足によるものである。 3 6 20 

C 消費者志向の経営をとらなかった企業妃責任がある。 123 68 

無 回 笠にコ 3 

Q2 消費者の「安全である権利」についてとのようにお考えですか。

項 目 件数 ％ 

A 法令による基準を遊守していれば十分である。それ以上に企業は貢任を問

われるぺきでない。
5 2 29 

B 消費者の安全尻ついて、企業は全責任を負わねばならない。 1 2 6 70 

無 回 笠にコ 3 

Q3 消費者の 「知らされる権利一ー選択する権利 」を守るには、とのような対応が望ましいとお考え

ですか。

項 目 件数 ％ 

A 計量、規格、表示などが適正匠行なわれるよう法令を整備するととも尻、

立入検査、試買検査、を強化するなど専ら政府の役割匠期待したい。
37 21 

B 広告のあり方を含め個別企業の良識匠期待すべき である。 5 8 32 

C 何らかの監視機構が必要である。

1. 業界団体に監視機構が必要である。 20 1 1 

2. 業界とは独立した監視機構（例えば米国のコンジユーマーズ・レポ

ー ト） の健全な成長匠期待する。
8 3 46 

無 回 零にコ 2 
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Q4 消費者の「意見を反映させる権利」を守るための社内組織を貴社ではお持ちですか。

項 目 件数 ％ 

A 常設している。 3 1 1 7 

B 問題がおきた時妃臨時に設置してある。 26 1 4 

C 特匠ない。

1. ただ し、個別企業もしくは業界共同での設置の必要性は認める。 7 8 43 

2. 今後とも設置の必要性は認められない。 43 24 

無 回 零【コ 2 1 1 2 

Q5 消喪者の苦情処理などを行なう B ·B• B0 ベター・ビジネス・ピューロー ） や国民生活センタ

ー等の機関について

項 目 件数 ％ 

A 知 ら な い。 7 6 42 

B 知つ てい る。

1. 活用するつもりはない。 41 23 

2. 将来活用したいと思つている。 5 3 29 

3. 活用している。 7 、4

無 回 答 1 0 6 

Q6 消費者の啓発は主として次のいずれが果すぺきだとお考えですか。

項 目 件数 ％ 

A 政府 ・地方自治体 38 21 

B 財界 ・業界 91 5 1 

C 企 業 64 3 6 

無 回 笠ロ 5 8 
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I 国際化 問題につい て

1. オーダリーマーケテイングの受け止め方

オーダ リーマーケテイングの考え方を是認する回答が 57％あり、一時的調整の必要を認めるも

のを加えると殆んどすぺての人 (97%)がオーダリーマーケテイングを不可避と考えている。

その方向と しては輸出価格の引上げと輸出市場の転換 ・多角化匠回答が集中している。しかし過

当競争の反映として前者匠ついては業界の自主規制や政府の指導匠期待するものが圧倒的であり、

ォーダリーマーケテイングの前途はけわしいよう匠思われる。

2. 世界経済のプロック化傾向陀どう対処するか

プロック化陀反対し、自由貿易の推進役となるぺきだとするものが、当然のことながら圧倒的

(7 1%)であるが、各経済プロック内に拠点を設けてゆ くとするものが 23％あり、又少数な

がら太平洋経済圏結成を志向する意見のあるととが注目される。

3. 自由化妃ついて

輸入匠ついては全面自由化匠賛成が集中し、更陀関税引下げをも図るぺきだとする意見を合せる

と、大部分が自由化推進論であることは客観情勢匠変化があったとはいえ、注目してよいと思わ

れる。

しかしながら、資本の自由化匠ついては 61％が 50対 50の原則を必要と考えており、製造業

だけでみるとこの比率は更匠大きいが、今日時点からみるともう少し前進した態度が望まれる。

4. 開発途上国援助について

経済協力を重点とする意見が多いが、産業構造の転換 （特恵の拡大、輸入促進等 ）匠より行なう

ペきだとする意見も相当ある (38 %)。 しかも、GNP!％援助の早期履行尻賛成のもの 53 

％、 1％以上の目標匠挑戦すぺきだとする意見が 22％もあり、経営者の経済協力妬対する積極

的な姿勢を示すものとして高く評価される。

II 公害問題忙つい て

1. 規制基準の受け止め方

技術的尻実施困難（対象公害は企業尻よつて異なる ）とする回答が資本金 1億円未満の企業匠か

なり多く (38 9b）又大企業でも騒音等尻つき困難 とする回答が一部みられる他、技術的匠ほぼ

目途がついているとする回答が企業規模陀拘らずかなり多い。

経済的尻は各企業ともかなり厳しいとするものが多 く、中でも資本金 1億円未満の企業では政府

の財政措置かなければ実施てきないとするものが38％匠上り、又製品価格の引上げに頼らざる

を得ないとする回答が企業規模を問わず一部みられる。
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全体としてみると、技術的陀はかなり厳しいものの何かと実施可能であるが、経済的には相当破

しく、一部の企業では会社の経営努力だけでは実施できないものがあるというのが実情と思われ

．る。今後合理的な範囲での価格引上げを消費者妃説得してゆ く努力が必要であろう。

2. 公害問題妃つき地域住民の理解を得る方法匠ついて

「日頃から住民陀自社の公害防止陀対する考え方を説明して理解を得るよう匠努める」とする回

答が 1番多い。 (46 %) 

しかし、 「企業 ・自治体・住民の代表等の話合の場を通じて理解を求める」とする回答が 36 % 

もあることは、これでなければ現実の公害問題が解決しないという面のある ことが否定できない

としても、経営者の前向ぎの姿勢として高く評価できよう。

3. 企業の社会的責任と公害陀よる損害救済匠ついて

法令上の排出規制を守るだけで十分とする回答が 18％にとどまり、公害発生企業と被害者につ

いても 68％が何らかの救済の方途を考えるぺきだとしており、しかもその過半が財産上の損害

迄救済する必要があると考えていることは、経営者の社会的責任の受けとめ方の前進を示すもの

として注目される。

4. 規制基準のあり方について

排出絶対露規制匠賛成する意見が製造業でもかなりあることが注目される他、牒境基準達成方法

陀ついて「経済界が自治体と協議の場をもつて段階的な規制強化」を望む意見が 58％もある こ

とは、現在の規制のあり方の一つの問題点を反映したものといえよ う。

複合汚染匠ついても 57％がその減少に努力したいと答えており、経営者の公害尻対する取組み

方が相当積極的且つ前向き匠なつている今日、財界として、「経済成長との調和」という観点か

らだけでなく広く国民福祉の増進という見地から望ましい規制となるよう今後自治体陀栢極的に

働きかけてゆく必要があろう。

5. 公害防止贅用の負担と競争原理の調和尻ついて

今迄どおりのやり方でよいとするものが 38％匠とどまり、競争原理が一層働くよう匠「公害防

除率の公表や相互チェック」をすることに賛成する意見が 58％もあることは、競争原理の新し

い枠組の中で公害防止を積極的陀推進しようとする証左として注目される。

6. 公害問題その他企業匠関するマスコミ報道匠ついて

「マスコミが特定の立場から偏つた報道をする傾向が強い」と感ずる意見がかなり多い」 (39%)、

上匠、 「十分事実を掌握しないで、記事匠する場合が多い」 (40%)、 日常の PRやパプリジ

テイ活動の不足を感ずる」 (21%)とする意見も、マスコミが企業の立場を十分理解しないで

報道すること匠対する不満又は反省の表明 と思われる。マスコミ尻対 して財界としても公正中立
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な報道を要望するととも尻、企業の善意や努力の実体をマスコミや市民匠対して もつと知らせる

努力が必要なよう尻思われる。

m コンシュ ーマリ ズ ム匠ついて

l. 消費運動の背景匠ついて

消費者志向の経営を怠つた企業匠責任がある とするものが圧倒的妃多い (68%)ことは、経営

者の率直な反省の表明と解される。

2. 消賀者の権利陀ついて

消費者の安全を守ること匠ついては 70％の人が企業尻全責任がある と考えており、それを具体

的に担保する方法としては独立の監視機構の必要性を認める意見が多い (46%)が、個別企業

の良識妃まつとするもの(32%)、政府の役割匠期待するもの (21%)尻意見が分かれてお

り、消費者運動への対応策を模策する経営の現状が示されているよう匠思われる。又消貨者の意

見を反映させるため尻、既尻社内組織を持つている とする企業は多 くないものの、何らかの意味

で窓口の必要を認める意見が 75％匠上るこ とは、消鉗者志向の経営尻転換 しよ うとする姿勢の

現われといえよう。

3. 消費者運動への対応匠ついて

苦情処理な どを行なうB.B.Bや国民生活センタ ー等の存在を知らないとする意見が多い (42 

％ ）ものの、既尻活用しているとするものが39％妃上り、消贅者運動の対象の偏りを考える と

案外よ く利用されているよう妃思われる。

又今後の消費者啓発の主体として「財界 ・業界」をあげる意見が多く、 「政府 ・自治体」 を加え

ると72％尻上ることは、かかる公益的な活動尻は個別企業として限界がある ことの表明と解さ

れるが、しかし個別企業としても もつと積極的な姿勢が必要のよう尻思われる。
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少数化のための条件の追求

一昭和 46年度労働問題委員会報告一

昭和 47年 4月

労働問題委員 会

1．当面の問題点

1) こ＼ニ・ 三年来の日本経済の不況は構造的なものであることは既に周知の通りであり、労働関係

の分野でも従来の高度経済成長下の経営のもとでのもろもろの観念を根本的に打破して新しい発想

のもと尻本質的な解決を図らねばねなぬ問題がある。

すなわち、一方匠不況匠よる一時的な求職求人のア ンバランスの現象をもちつつも、趨勢的匠は

深刻化してい くべき労働力不足の問題をかかえ、また一方では下方硬直的性格をもつて上昇を続け、

企業の状態や都合だけでは押えこむことのできない賃金の問題をかかえており、そのような条件の

もとで、なおかつ、収益性の維持と国際競争力の確保をな しつ＼、企業の存続と発展を図らねばな

らぬという現実から生ずる問題である。

2) 当委員会はこのような現状認識のもとで、こ＼ニ ・三年来中心的課題として討論してきた人間関

係の課題の重要性は認めつ ヽも、より現実的 ・緊急の問題と して「 少数化のための条件の追求」を

本年度のテーマとしてとり あげ、不充分ながら本年度の委員会活動をおこなってきた。

きたるぺき労働力不足とま だ当分の間続くと予想される相当高率の賃金上昇のも とで、企業が豊

か陀生きのひるため匠は、当然ますますその比重を増 してくる労働コス トのトークルを極小忙 とど

めねばならず、 これは少数化匠よつてはじめて達成されるものである。それをどのような方法でい

か妃抵抗少く、スムーズ忙実施するかが、これからの経営上の決定的な問題であるとの認識陀よる

ものである。

2. 少数化のための条件（ 委員会活動 より得たもの）

1)創造力を フルに発揮する企業風土づくり

① 人間と しての側面と労働力としての側面の統合

経済活動そのものが、本来、人間の幸福のため尻あるという点から、経済活動の成果が人間(l_)

幸福匠寄与するものである と同時尻、経済活動匠その時間の大部分を捧げている従業員そのも(l_)

が仕事匠生きがいを感じつつ働けるということの意味の重要さは、社会道徳上からも必要である
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とい うこ とは当然であるが、一方、最近の行動科学的研究匠より、そのような環境の中匠ある時、

従業員（人間 ）はより 一層創造的であり、勤勉であり、効率的であることが証明されつ ＼ある。

企業にたづさわる人間には、人間そのものとしての従業員と、労働力としての従業員の二つの

側面があるが、これらの研究は我々匠対し、この二つの側面が必ず しも背反的なものではなく、

むしろ、統合しうる二つの要素であると同時匠、統合された時妃最も大きな効率を生みだす要素、

として理解すぺきである こと を教えている。

• ② 自主的匠能力発揮できる組織づ くり

すなわち人間の効率、労働の成果を最大限に活かすため匠は、それそれの企業内の従業員が企

業目的を充分に理解し、自らすすんで持てる力をフル陀発揮できるような環境が、仕事のための

組織の中で考えられねばならないということである。

2. 信念と勇気をもつて、仕事を 「ヤメル、マトメル、クミカエル」

① 現状のやり方のま＼での少数化は混乱をまねく

現状の仕事の種類とやり方をそのま＼匠して、少数化妃走れば、そこ妃は必然的に近い将来、

労働の過重の問題を生じ、従業員や組合の理解と協力を得られぬばかりか、おそら く企業内妃混

乱を招き、それは企業のアウ トプッ ト匠も悪影響を与える こと尻なろう。このような悪影響を蒙

るこ となく少数化を実現するため匠は、企業と して経営者と してはよほどの信念と勇気が必要で

ある。

② 少数化の推進こそが人間尊重と一致するという経営者の信念

信念とは、少数化はその方法を誤まらねば決つ して従業員の心身両面における労働強化陀つな

がるものではないばかりか、人間の尊重（自主性 ・自由の尊重）と相一致しうるものであり、同

時に企業体質の強化妃つながるものであるという確たる信念をもつことである。

③ 仕事を「ヤメル 」経営者の勇気

少数化は、仕事を 「ヤメル、マ トメ ル、クミカエル」 こと匠よ つてはじめて達成できるもので

あり、勇気とは従来の慣習的匹行なつてきた一見必要と思われている仕事の一部をも放棄するこ

とをあえて行ない、末知の新しい組織や仕事のやり方陀挑戦する勇気である。それ匠生ずる観念

上の一時的な混乱は、あえてこれを無視する覚悟が必要である。

④ 細心な人間的配底をともなった実行

実行匠あたつて必要なことは、経営者の信念と勇気ととも陀、仕事を新しい未知のやり方匠＜

みかえる ・まとめる妬あたつての細かい人間的配慮、託営者の信念を組織全体忙浸透させるため

の従業員と組合へ趣旨を予め充分匠理解させる地道な努力、また若人が自主性をもつて行なえる

ための雰囲気づ くりが必要であろうし、特匠中堅幹部の理解と実行力匠まつところが大きい。
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3. 今後の問題

l) 少数化と中高年対策

少数化は当然のことながら、能力主義的人事管理をさら匠進めること陀なり、コン ピュー クー化

の進展 ・設備機械の自動化等と相伴つて、中高年層従業員の効率的企業経営のライン・アップから

の「はみだし」を生ずること匠なる。

終身雇湖制という雇傭形態は、急陀すたれるものでなく、また、企業の社会的責任からいつても、

はみだ した中高年層の処遇を個別の企業でどうするかは、これからの深刻でかつ困難な労働問題の

一つである。

老後保障 ・養老年金をどうするかといった社会保障面の充実も必要であると同時に、個々の企業

としてこのペワ ーをどう活用するか或いはもつと広く、社会全体として、これら中高年層vc何を期

待しどのような働き場所を用意 し、どのような再訓練の機会をつくるかを、真剣に考え、具体策を

用意する必要がある。

また、中高年層の増加は、今後の新規労働力増加率の低下尻伴い、就業構造の自然な変化として

も、避けることのできないものであり、中高年層の再訓練は、その時匠なつて実施したのでは手遅

れとなる性質のものであり、いずれは、中高年妬なる今の若年層の教育訓練体系をどうするかとい

う問題としてとらえておく必要がある。

これについては、まだきめてとなる具体策をまだみきわめる尻いたっていない。

2)週休2日制への積極的なとり組み

国際協調の観点からあるいは立ち遅れた国民福祉制度の向上という観点から、従来とかくムード的

な是非論の段階尻あつた週休2日制を、今や企業と してどのよう匠受けとめ、どのよ う妃とりいれ

るぺきかにつき、より具体的かつ計数的妬論議されるぺき段階に来ているよう陀思われる。

もともと、週休 2日制は「労働時間の短縮」としてとらえるべきものでなく、労働のや ．b方の変

化、勤務体制の変更としてとらえるぺきである。したがつて働く 5日間の効率をどう上げるかも重

要であるが、同時匠、これからの時代の要請である頭脳労働の生産性向上のため妬は、週休 2日制

がむしろ有効であるという発想からの週休2日制の積極的な活用、企業活動にその効果を帰属させ

ようという経営者の意欲的な姿勢こそ必要であろう。

各企業の実態や労使関係から、 一律に実施することは困難匠 しても、これをスムーズ匠行なうた

めの方法匠ついての検討や、労使間匠おける本質的な討議を通じ、週休 2日制尻移行しやすい社会

的条件をつくるべき時期妬来ていると考える。

ー 97-



4 6年度労働問題委員会の主な行事

① パネルデイスカッション

テ マ ＇「少数化のための条件の追求」

一 労働の効率化と人間性の調和

問題提起者 ・司会 山田 稔 氏（当委員会委員長 ・ダイキン工業昧副社長）

・、 ネ ラ 前川 嘉信氏 （当委員会副委員長 ・諒そごう専務取締役）

与謝野 健氏（ I/ ・住友金属工業昧取締役）

今井正明氏（腸浅電池昧取締役）

中村武二郎氏（関西電力昧情報ジステム部長）

コーデイネ ークー 渡瀬 浩氏（大阪府立大学教授）

日 時 4 6年 10月27日

（役職名は実施時）

②講 演 会

テ マ 「労働力不足をどう考えるか」

講 師 野田一夫氏（立教大学教授）

日 時 4 6年 6月2I日

③講 演 会

テ マ 「少数化問題忙ついて」

講 師 畠山芳雄氏（ （社）日本能率協会常務理事）

日 時 4 7年 1月28日
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